
2012年 4月 12日

8:30-9:30衆 1-多 目的

民主党 厚生労働部門会議 次第

1.挨 拶

2.委員会報告

3.障が い者関連法案 について

○ 閣法「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害封建福祉施策を講ずるための関係
法律の整備に関する法律案」(障害者総合支援法)に対する修正案

○ 議員立法「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律案」(優

先調達推進法案)'

説明: 岡本 充功  障がい者WT座長

初鹿 明博  障がい者WT事務局長

4.健康 日本 21(第 二次)の実施状況、及び見直 しの検討状況 について

説明: 外山 千也  健康局長

木村 博承  健康局がん対策・健康増進課長

鷲見 学   健康局がん対策・健康増進課がん対策推進官

河野 美穂  健康局がん対策・健康増進課栄養・食育指導官

菊地 直紀  健康局がん対策 0健康増進課課長補佐

5.厚生労働科学研究費補助金の基金化について

説明: 辻 泰弘 厚生労働副大臣

6。 その他

(資料配布)24年度の厚生労働省の計画等の主な予定

【会議予定】 4月 18日 (水)&00 厚生労働部門会議 衆2多目的



生労働部門会議資

平成24年 4月 12日

厚生労働科学研究費補助金の基金化について

1 検討課題

厚生労働科学研究費補助金の基金化の検討に当たつては、以下のよ

うな課題がある。

・行政改革推進の流れの中で、基金を造成する機関 (受 け皿)を

整備することが必要となること

・また、国や独立行政法人で基金を保有する場合は、法改正が必

要であること

※ 1 財政法 (昭和二十二年法律第二十四号 )

第四十四条 国は、法律を以て定める場合に限り、特別の資金を保有することがで

きる。

※2 文科省は基金化に当たつて、独立行政法人日本学術振興会法を改正

口基金造成のため、初年度に複数年度分の研究費を予算措置する

必要があること

・研究費の効率的かつ適正な執行管理のためには、各年度ごとの

研究成果や研究実績を適切に管理する仕組みが必要であること

(注 1)文部科学省の科学研究費助成事業 (科研費)は、一部の研究種目について、事務

手続の簡素化等の観点から研究費500万 円までに限つて基金化が認められている

(平成 23年度は研究期間全体で応募総額 500万円以下の研究費のみ )

(注 2)現状でも一定の要件の下で、翌年度に繰 り越して執行することが可能であり、複

数年度にわたっての研究が実施できる仕組みとなっている。

2 今後の方向性

厚生労働科学研究費補助金については、今後、上記課題について検

討を進め、課題克服に努め、基金化の実現を目指す。



地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法律の

整備に関する法律案に対する修正案要綱 (未定稿)

第一 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律関係

一 指定障害福祉サービス事業者等の責務

指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設等の設置者、指定一般相談支援

事業者及び指定特定相談支援事業者は、障害者等の意思決定の支援に配慮するととも

に、常に障害者の立場に立って支援を行うように努めなければならないものとするこ

と。 (第 42条第 1項及び第 51条の 22第 1項関係)

二 地域生活支援事業の追加

1 市町村が行う地域生活支援事業

市町村が行う地域生活支援事業として、意思疎通支援 (手話その他厚生労働省令

で定める方法により障害者等とその他の者の意思疎通を支援することをいう。以下

同じ。)を行う者の派遣その他の厚生労働省令で定める便宜を供与する事業及び意思

疎通支援を行う者を養成する事業を加えるものとすること。 (第 77条第 1項関係)

2 都道府県が行う地域生活支援事業

都道府県が行う地域生活支援事業として、意思疎通支援を行う者の派遣その他の

厚生労働省令で定める便宜を供与する事業のうち、特に専門性の高い意思疎通支援

を行う者を養成し、又は派遣する事業、意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村

相互間の連絡調整その他の広域的な対応が必要な事業として厚生労働省令で定める

事業を加えるものとすること。 (第 78条第 1項関係)

三 基幹相談支援センター

基幹相談支援センターを設置する者が連携に努めなければならない関係者に、意思

疎通支援を行う者を養成し、又は派遣する事業の関係者を加えるものとすること。 (第

77条の 2第 5項関係)

四 障害福祉計画の内容の見直し

市町村及び都道府県が障害福祉計画に定める事項に、障害福祉サービス、相談支援

及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関する事項及び地域生活支援事

業の種類ごとの実施に関する事項を加えるものとすること。 (第 88条第 2項及び第 8

9条第 2項関係 )

五 障害支援区分

「障害程度区分」を「障害支援区分」に改めるとともに、障害者等の障害の多様な

特性その他の心身の特性に応じて必要とされる標準的な支援の度合いを総合的に示す

ものとして厚生労働省令で定める区分をいうものとすること。 (第 4条第 4項関係)



六 地域移行支援

地域移行支援の対象に、地域における生活に移行するために重点的な支援を必要と

する者であって厚生労働省令で定めるものを加えるものとすること。 (第 5条第 19項

関係)

七 その他所要の改正を行うこと。

第二 児童福祉法関係

指定障害児通所支援事業者、指定医療機関の設置者、指定障害児入所施設等の設置

者及び指定障害児相談支援事業者は、障害児及びその保護者の意思をできる限り尊重

するとともに、常に障害児及びその保護者の立場に立って支援を行うように努めなけ

ればならないものとすること。 (第 21条の 5の 17第 1項、第 24条の 11第 1項及

び第 24条の 30第 1項関係 )

第二 知的障害者福祉法関係

市町村は、知的障害者の意思決定の支援に配慮しつつ、知的障害者の支援体制の整

備に努めなければならないものとすること。 (第 15条の 3第 1項関係 )

第四 地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律関係

一 施行期日

この修正内容は、平成 25年 4月 1日 から施行すること。ただし、第一の五 (障害

支援区分)及び第一の六 (地域移行支援)は平成 26年 4月 1日 から施行すること。(附

則第 1条関係)

二 適切な障害支援区分の認定のための措置

政府は、第一の五の障害支援区分の認定が、知的障害者及び精神障害者の特性に応

じて適切に行われるよう、第一の五の厚生労働省令で定める区分の制定に当たっての

適切な配慮その他の必要な措置を講ずるものとすること。 (附則第 2条関係 )

三 検討

政府がこの法律の施行後 3年 を目途として検討を加える内容に、第一の五の障害支

援区分の認定を含めた支給決定の在 り方、障害者の意思決定支援の在 り方、障害福祉

サービスの利用の観点からの成年後見制度の利用促進の在 り方、精神障害者及び高齢

の障害者に対する支援の在り方を加えること。 (附則第 3条関係)
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っ
て
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
も
の
の
給
付

又
は
貸
与
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
便

宜
を
供
与
す
る
事
業

七
　
瀬
ぼ
陳
通
支
援
を
行
う
者
を
養
成
す
る
事
業

八

・
九

　

（略
）

職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
措
置
を
実
施
す
る
機

関
、
教
育
機
関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
緊
密
な
連

携
を
図
り
つ
つ
、
相
談
支
援
を
当
該
障
害
者
等
の
意

向
、
適
性
、
障
害
の
特
性
そ
の
他
の
事
情
に
応
じ
、

障
害
者
等
の
立
場
に
立
っ
て
効
果
的
に
行
う
よ
う
に

努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

・
３

　

（略
）

（市
町
村
の
地
域
生
活
支
援
事
業
）

第
七
十
七
条
　
市
町
村
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
、
地
域
生
活
支
援
事
業
と
し
て
、
次

に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
も
の
と
す
る
。

一
～
五

　

（略
）

ニハ
　
聴
覚
、
言
語
機
能
、
音
声
機
能
そ
の
他
の
障
害

の
た
め
意
思
疎
通
を
図
る
こ
と
に
支
障
が
あ
る
障

害
者
等
そ
の
他
の
日
常
生
活
を
営
む
の
に
支
障
が

あ
る
障
害
者
等
に
つ
き
、
耐
話
獲
熙
難

（手
話
そ

の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
当
該

障
害
者
等
と
そ
の
他
の
者
の
意
思
疎
通
を
組
狂
鋼

箆
こ
と
を
い
う
１
測
剛
測
醐
凶
国
同
ｕ
。
）
を
行

う
者
の
派
遣
、
日
常
生
活
上
の
便
宜
を
図
る
た
め

の
用
具
で
あ
っ
て
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
も
の

の
給
付
又
は
貸
与
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定

め
る
便
宜
を
供
与
す
る
事
業

「

『劃
珊
罰
劉
剰
ｑ
馴
劉
司
劉
刻
劃
剰

八

・
九

　

（略
）

職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
措
置
を
実
施
す
る
機

関
、
教
育
機
関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
緊
密
な
連

携
を
図
り
つ
つ
、
相
談
支
援
を
当
該
障
害
者
等
の
意

向
、
適
性
、
障
害
の
特
性
そ
の
他
の
事
情
に
応
じ
、

効
果
的
に
行
う
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

・
３

　

（略
）

（市
町
村
の
地
域
生
活
支
援
事
業
）

第
七
十
七
条
　
市
町
村
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
、
地
域
生
活
支
援
事
業
と
し
て
、
次

に
掲
げ
る
事
業
を
行
う
も
の
と
す
る
。

一
。
一
の
二
　

（略
）

一
一　
聴
覚
、
言
語
機
能
、
音
声
機
能
そ
の
他
の
障
害

の
た
め
意
思
疎
通
を
図
る
こ
と
に
支
障
が
あ
る
障

害
者
等
そ
の
他
の
日
常
生
活
を
営
む
の
に
支
障
が

あ
る
障
害
者
等
に
つ
き
、
手
話
通
訳
等

〈手
話
そ

の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
方
法
に
よ
り
当
該

障
害
者
等
と
そ
の
他
の
者
の
意
思
疎
通
を
仲
介
す

る
こ
と
を
い
う
。
）
を
行
う
者
の
派
遣
、
日
常
生

活
上
の
便
宜
を
図
る
た
め
の
用
具
で
あ

っ
て
厚
生

労
働
大
臣
が
定
め
る
も
の
の
給
付
又
は
貸
与
そ
の

他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
便
宜
を
供
与
す
る

事
業

三

・
四

　

（略
）
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２

・
３

　

（略
）

（基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
）

第
七
十
七
条
の
二
　

（略
）

２
～
４

　

（略
）

５
　
基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置
す
る
者
は
、
第

一
項
の
事
業
及
び
業
務
の
効
果
的
な
実
施
の
た
め
に

、
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
、
医
療
機
関

、
民
生
委
員
法

（昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
八

号
）
に
定
め
る
民
生
委
員
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
第

十
二
条
の
三
第

一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
委

託
を
受
け
た
身
体
障
害
者
相
談
員
、
知
的
障
害
者
福

祉
法
第
十
五
条
の
二
第

一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に

よ
り
委
託
を
受
け
た
知
的
障
害
者
相
談
員
●
憲
憲
疎

通
糠
級
を
紆

，
者
を
養
成

，し
‐■

■
は
推
遣
す
る
事
業

，
灘
係
獅
そ
の
他
の
関
係
者
と
の
連
携
に
努
め
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

６

　

（略
）

（都
道
府
県
の
地
域
生
活
支
援
事
業
）

第
七
十
八
条
　
都
道
府
県
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
地
域
生
活
支
援
事
業
と
し
て
、

第
七
十
七
条
第

一
項
第
二
号

彗̈
矛
餐
颯
及
び
第
七
号

に
掲
げ
る
事
業
の
う
ち
、
特
に
専
門
性
の
高
い
相
談

支
援
に
係
る
事
業
憂
び
織
な
藁
職
鯉
綴
識
●
意
盤
凛

避
翻
激
濯
御
サ
者
を
養
成

，
轟
ス
に
派
遣
■
●
最
業

総
詈
曇
警
鍛
寝
を
■

，
者
０
派
遣
場
鐘
ｇ
出町
村

２

・
３

　

（略
）

（基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
）

第
七
十
七
条
の
二
　

（略
）

２
～
４

　

（略
）

５
　
基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置
す
る
者
は
、
第

∃

測

副

詞

劉

劃

劉

割

調

到

調

倒

引

日

、
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
等
、
医
療
機
関

、
民
生
委
員
法

（昭
和
二
十
三
年
法
律
第
百
九
十
八

号
）
に
定
め
る
民
生
委
員
、
身
体
障
害
者
福
祉
法
第

十
二
条
の
三
第

一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
委

託
を
受
け
た
身
体
障
害
者
相
談
員
、
知
的
障
害
者
福

祉
法
第
十
五
条
の
二
第

一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に

よ
り
委
託
を
受
け
た
知
的
障
害
者
相
談
員
そ
の
他
の

関
係
者
と
の
連
携
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６

　

（略
）

（都
道
府
県
の
地
域
生
活
支
援
事
業
）

第
七
十
八
条
　
都
道
府
県
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
地
域
生
活
支
援
事
業
と
し
て
、

第
七
十
七
条
第

一
項
第
三
号
及
び
第
七
号
に
掲
げ
る

事
業
の
う
ち
、
特
に
専
門
性
の
高
い
相
談
支
援
に
係

る
事
業
そ
の
他
の
広
域
的
な
対
応
が
必
要
な
事
業
と

し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
業
を
行
う
も
の
と

す
る
。

２

・
３

　

（略
）

（基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
）

第
七
十
七
条
の
二
　

（略
）

２
～
４

　

（略
）

５

　

（略
）

（都
道
府
県
の
地
域
生
活
支
援
事
業
）

第
七
十
八
条
　
都
道
府
県
は
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
地
域
生
活
支
援
事
業
と
し
て
、

剣
∃
刊
∃
刹
劉

一‐
珂
剣

一‐
矧
に
掲
げ
る
事
業
の
う
ち

、
特
に
専
門
性
の
高
い
相
談
支
援
に
係
る
事
業
そ
の

他
の
広
域
的
な
対
応
が
必
要
な
事
業
と
し
て
厚
生
労

働
省
令
で
定
め
る
事
業
を
行
う
も
の
と
す
る
。
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箱
錦
感
暴
難
鏃
胆
藤
整
そ
の
他
の
広
域
的
な
対
応
が
必

要
な
事
業
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
業
を

行
う
も
の
と
す
る
。

２

　

（略
）

（市
町
村
障
害
福
祉
計
画
）

第
八
十
八
条

　

（略
）

２
　
市
町
村
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
因
筵
嗣
夢

ぷ
菖
数
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

観
懇

国

圏

國懃
藝
自
晏

３
　
市
町
村
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
翻
襲
翻
圏

懸
岡
騒
国
も
の
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い

て
定
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

二

回
鰹
隠
圏
日
の
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
、
指

定
地
域
相
談
支
援
又
は
指
定
計
画
相
談
支
援
の
種

類
ご
と
の
必
要
な
見
込
量
の
確
保
の
た
め
の
方
策

（略
）

（市
町
村
障
害
福
祉
計
画
）

第
八
十
八
条

　

（略
）

２
　
市
町
村
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
翻
翻
擬
眼

灌
田
熙
轡
動
料
理
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

３
　
市
町
村
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
都
鐵
撥
翻

囲
鰯
鰤
も
の
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て

定
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

一　

灘
額
の
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
、
指
定
地
域

相
談
支
援
又
は
指
定
計
画
相
談
支
援
の
種
類
ご
と

の
必
要
な
見
込
量
の
確
保
の
た
め
の
方
策

醸

錮
餞
轟
畿
慶
醸
轟
齢
圏
難
顧
國
翻
鵬
甕

爾
鰹
靱
田

（略
）

（市
町
村
障
害
福
祉
計
画
）

第
八
十
八
条

　

（略
）

２
　
市
町
村
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
各
年
度
に

お
け
る
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
、
指
定
地
域
相
談

支
援
又
は
指
定
計
画
相
談
支
援
の
種
類
ご
と
の
必
要

な
量
の
見
込
み
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

３
　
市
町
村
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
前
項
に
規

定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て

定
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

一　

前
項
の
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
、
指
定
地
域

相
談
支
援
又
は
指
定
計
画
相
談
支
援
の
種
類
ご
と

の
必
要
な
見
込
量
の
確
保
の
た
め
の
方
策

一
一　
地
域
生
活
支
援
事
業
の
種
類
ご
と
の
実
施
に
関

す
る
事
項
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彗

雛
鑽
舞
難
襲
の
指
定
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
、
指

定
地
域
相
談
支
援
又
は
指
定
計
画
相
談
支
援
及
び

一曇
鰹
轟
警
澄
の
地
域
生
活
支
援
事
業
の
提
供
体
制

の
確
保
に
係
る
医
療
機
関
、
教
育
機
関
、
公
共
職

業
安
定
所
そ
の
他
の
職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン

の
措
置
を
実
施
す
る
機
関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と

の
連
携
に
関
す
る
事
項

４
～
Ｈ

　

（略
）

第
八
十
八
条
の
二
　
市
町
村
は
、
定
期
的
に
、
難
饗
雛

饂
随
圏
翻
羅
纂
簸
ｙ
事
項

（市
町
村
障
害
福
祉
計
画

に
同
条
第
二
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
定
め
る
場
合

に
あ
っ
て
は
、
当
該
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
含
む
。

）
に
つ
い
て
、
調
査
、
分
析
及
び
評
価
を
行
い
、
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
市
町
村
障
害
福

祉
計
画
を
変
更
す
る
こ
と
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を

講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（都
道
府
県
障
害
福
祉
計
画
）

第
八
十
九
条

　

〈略
）

２
　
都
道
府
県
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
次
に
掲

げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

疵
機
爾
国
鰯

難
爾
髄
筵

　

（略
）

瞳

簸
懇
藝
疵
頸
諄
簸
熙
警
難
魏
糠
難
遷
爾
難
鐵

艤
艤
醸
襲

錮

翻
『
圏
翻
固
割
悧
鋼
刊
劇
利
Ｊ
鋼
鋼
現

倒
謝
劉
嗣
創
日
劃
引
刷
調
劇
馴
州
齢
翻
司

川
悧
劉
馴
創
割
渕
日
田
捌
制
ｇ
剛
倒
劇
ｄ

国
劉
醐
劉
剥
司
鮒
『
利
到
馴
渕
ヨ
翻
囲
列

他
の
職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
措
置
を
実
施

す
る
機
関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
連
携
に
関
す

る
事
項

４
～
Ｈ

　

（略
）

‥
碕

稔

財

鯰

ヨ

矧

訓

∃

炒

鼎

罰

側

馴

劉

剰

０

日

剛

劃

劉

劉

刻

剰

日

「

∃

「

り

∃

日

割

コ

ヨ

劃

到

）
―

「

日

「

『

「

翻

烈

調

劉

徊

調

劉

翻

引

割

刻

引

副

Ｊ

副

翻

目

∃

鼎

謝

∃

劉

刻

引

日

悧

ｄ

劉

翻

目

劉

ず
る
も
の
と
す
る
。

（都
道
府
県
障
害
福
祉
計
画
）

第
八
十
九
条

　

（略
）

２
　
都
道
府
県
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
次
に
掲

げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

蝠
絋
』

　

（略
）

４
～
１０

　

（略
）

（都
道
府
県
障
害
福
祉
計
画
）

第
八
十
九
条

　

（略
）

２
　
都
道
府
県
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
次
に
掲

げ
る
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一
一

（略
）

-5-



３
　
都
道
府
県
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
前
項
各

号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
定
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

一
～
三

　

（略
）

藝
　
雛
爾
鯖
騨
統
の
区
域
ご
と
の
指
定
障
害
福
祉
サ

ー
ビ
ス
又
は
指
定
地
域
相
談
支
援
及
び
灘
魔
無
鰹

統
の
地
域
生
活
支
援
事
業
の
提
供
体
制
の
確
保
に

係
る
医
療
機
関
、
教
育
機
関
、
公
共
職
業
安
定
所

そ
の
他
の
職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
措
置
を

実
施
す
る
機
関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
連
携
に

関
す
る
事
項

４
～
８

　

（略
）

３
　
都
道
府
県
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
前
項
各

号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
定
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

一
～
三

　

（略
）

鰯

一懇
難
難
轟
難
難
繁
難
囲
辟
懸
國
轟
繭
劉

螺
憑
涯
濃

剛

錮錮
礼
郵
劉
ｇ
劉
判
口
司
判
目
国
∃
翻
切

――
酬
利
副
国
劃
翻
Ⅲ
螂
劉
Ⅷ
剣
翻
翻
副
瓢
「
川

域
生
活
支
援
事
業
の
提
供
体
制
の
確
保
に
係
る
医

療
機
関
、
教
育
機
関
、
公
共
職
業
安
定
所
そ
の
他

の
職
業
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
の
措
置
を
実
施
す

る
機
関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
連
携
に
関
す
る

事
項

４
～
８

　

（略
）

３
　

都
道
府
県
障
害
福
祉
計
画
に
お
い
て
は
、
前
項
各

号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ

い
て
定
め
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

一
～
三

　

（略
）

四
　
地
域
生
活
支
援
事
業
の
種
類
ご
と
の
実
施
に
関

す
る
事
項

４
～
８

　

（略
）
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○
　
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律

（平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）

（抄
）

（第
二
条
関
係
）

（傍
線
部
分
は
改
正
部
分
、
網
掛
部
分
は
修
正
部
分
）

（定
義
）

第
四
条

　

（略
）

２

・
３

　

（略
）

４
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「障
一書
実
援
区
分
」
と
は
、

障
害
者
等
の
障
害
の
多
様
な
特
性
そ
の
他
の
心
身
の

状
態
に
応
ン
で
必
要
と
さ
れ
る
標
準
的
な‐支
援
０
度

合
を
総
合
的
に
示
す
も
の
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で

定
め
る
区
分
を
い
う
。

第
五
条

　

（略
）

２
～
１８

　

（略
）

‐９
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「地
域
移
行
支
援
」
と
は
、

障
害
者
支
援
施
設
、
の
ぞ
み
の
回
若
し
く
は
第

一
項

若
し
く
は
第
六
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
施
設

に
入
所
し
て
い
る
障
害
者
又
は
精
神
科
病
院

（精
神

科
病
院
以
外
の
病
院
で
精
神
病
室
が
設
け
ら
れ
て
い

る
も
の
を
含
む
。
第
八
十
九
条
第
四
項
に
お
い
て
同

積
を
整
頴
難
琴
３
景
一あ
０
そ
厚
準
暑
搬
暴
暴

定ヽ

ゆ
る
●
０
に
つ
き
、
住
居
の
確
保
そ
の
他
の
地
域
に

お
け
る
生
活
に
移
行
す
る
た
め
の
活
動
に
関
す
る
相

談
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
便
宜
を
供
与

す
る
こ
と
を
い
う
。

（定
義
）

第
四
条
　
　
（略
）

２

・
３

　

（略
）

４
　
こ
の
法
律
に
お
い
て
「障
鼻
獄
瞥
〓
分
」
と
は
、

障
‥害
者
等
ｔ
対
す
る
障
害
福
祉
サ
■
―‐ビ‐‐ス
０
必
要
性

を
切
お
か
に
す
る
た
め
当
該
障
害
者
等
の
心
身
の
状

態
を
総
合
的
に
示
す
も
の
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で

定
め
る
区
分
を
い
う
。

第
五
条

　

（略
）

２
～
１８

　

（略
）

‐９
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「地
域
移
行
支
援
」
と
は
、

障
害
者
支
援
施
設
、
の
ぞ
み
の
園
若
し
く
は
第

一
項

若
し
く
は
第
六
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
施
設

に
入
所
し
て
い
る
障
害
者
又
は
精
神
科
病
院

（精
神

科
病
院
以
外
の
病
院
で
精
神
病
室
が
設
け
ら
れ
て
い

る
も
の
を
含
む
。
第
八
十
九
条
第
四
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
に
入
院
し
て
い
る
精
神
障
害
者
に
つ
き
、
住

居
の
確
保
そ
の
他
の
地
域
に
お
け
る
生
活
に
移
行
す

る
た
め
の
活
動
に
関
す
る
相
談
そ
の
他
の
厚
生
労
働

省
令
で
定
め
る
便
宜
を
供
与
す
る
こ
と
を
い
う
。

（定
義
）

第
四
条

　

（略
）

２

・
３

　

（略
）

４
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「障
害
程
度
区
分
」
と
は
、

障
害
者
等
に
対
す
る
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
必
要
性

を
明
ら
か
に
す
る
た
め
当
該
障
害
者
等
の
心
身
の
状

態
を
総
合
的
に
示
す
も
の
と
し
て
厚
生
労
働
省
令
で

定
め
る
区
分
を
い
う
。

第
五
条

　

（略
）

２
～
１８

　

（略
）

‐９
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「地
域
移
行
支
援
」
と
は
、

障
害
者
支
援
施
設
、
の
ぞ
み
の
園
若
し
く
は
第

一
項

若
し
く
は
第
六
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
施
設

に
入
所
し
て
い
る
障
害
者
又
は
精
神
科
病
院

（精
神

科
病
院
以
外
の
病
院
で
精
神
病
室
が
設
け
ら
れ
て
い

る
も
の
を
含
む
。
第
八
十
九
条
第
四
項
に
お
い
て
同

じ
。
）
に
入
院
し
て
い
る
精
神
障
害
者
に
つ
き
、
住

居
の
確
保
そ
の
他
の
地
域
に
お
け
る
生
活
に
移
行
す

る
た
め
の
活
動
に
関
す
る
相
談
そ
の
他
の
厚
生
労
働

省
令
で
定
め
る
便
宜
を
供
与
す
る
こ
と
を
い
う
。

）
に
入
院
し
て
い
る
精
神
障
害
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２０
～
２７

　

（略
）

（申
請
）

第
二
十
条

　

（略
）

２
　
市
町
村
は
、
前
項
の
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
次

条
第

一
項
及
び
第
二
十
二
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り

障
害
文
援
機
分
の
認
定
及
び
同
項
に
規
定
す
る
支
給

要
否
決
定
を
行
う
た
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
職
員
を
し
て
、
当
該
申
請
に

係
る
障
害
者
等
又
は
障
害
児
の
保
護
者
に
面
接
を
さ

せ
、
そ
の
心
身
の
状
況
、
そ
の
置
か
れ
て
い
る
環
境

そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
調

査
を
さ
せ
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

市
町
村
は
、
当
該
調
査
を
第
五
十

一
条
の
十
四
第

一

項
に
規
定
す
る
指
定

一
般
相
談
支
援
事
業
者
そ
の
他

の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者

（以
下
こ
の
条
に
お

い
て

「指
定

一
般
相
談
支
援
事
業
者
等
」
と
い
う
。

）
に
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
～
６

　

（略
）

第
二
十

一
条
　
市
町
村
は
、
前
条
第

一
項
の
申
請
が
あ

っ
た
と
き
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
市

町
村
審
査
会
が
行
う
当
該
申
請
に
係
る
障
害
者
等
の

障
害
支
援
封
分
に
関
す
る
審
査
及
び
判
定
の
結
果
に

基
づ
き
、
障
霞
受
機
区
分
の
認
定
を
行
う
も
の
と
す

Ｚ

り

。

２０
～
２７

　

（略
）

（申
請
）

第
二
十
条

　

（略
）

２
　
市
町
村
は
、
前
項
の
申
請
が
あ
っ
た
と
き
は
、
次

条
第

一
項
及
び
第
二
十
二
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り

障
難
艦
獅
霧
分
の
認
定
及
び
同
項
に
規
定
す
る
支
給

要
否
決
定
を
行
う
た
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
職
員
を
し
て
、
当
該
申
請
に

係
る
障
害
者
等
又
は
障
害
児
の
保
護
者
に
面
接
を
さ

せ
、
そ
の
心
身
の
状
況
、
そ
の
置
か
れ
て
い
る
環
境

そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
調

査
を
さ
せ
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

市
町
村
は
、
当
該
調
査
を
第
五
十

一
条
の
十
四
第

一

項
に
規
定
す
る
指
定

一
般
相
談
支
援
事
業
者
そ
の
他

の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者

（以
下
こ
の
条
に
お

い
て

「指
定

一
般
相
談
支
援
事
業
者
等
」
と
い
う
。

）
に
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
～
６

　

（略
）

綴艦
彗
糧
漂
区
分
の
認
定
）

第
二
十

一
条
　
市
町
村
は
、
前
条
第

一
項
の
申
請
が
あ

っ
た
と
き
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
市

町
村
審
査
会
が
行
う
当
該
申
請
に
係
る
障
害
者
等
の

障
類
窟
度
区
発
に
関
す
る
審
査
及
び
判
定
の
結
果
に

基
づ
き
、
停
菫
餞
震
置
夕
の
認
定
を
行
う
も
の
と
す

ワ（）
。

２０
～
２７

　

〈略
）

（出｝
圭調
）

第
二
十
条

　

（略
）

２
　
市
町
村
は
、
前
項
の
申
請
が
あ

っ
た
と
き
は
、
次

条
第

一
項
及
び
第
二
十
二
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り

障
害
程
度
区
分
の
認
定
及
び
同
項
に
規
定
す
る
支
給

要
否
決
定
を
行
う
た
め
、
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
職
員
を
し
て
、
当
該
申
請
に

係
る
障
害
者
等
又
は
障
害
児
の
保
護
者
に
面
接
を
さ

せ
、
そ
の
心
身
の
状
況
、
そ
の
置
か
れ
て
い
る
環
境

そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
事
項
に
つ
い
て
調

査
を
さ
せ
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、

市
町
村
は
、
当
該
調
査
を
第
五
十

一
条
の
十
四
第

一

項
に
規
定
す
る
指
定

一
般
相
談
支
援
事
業
者
そ
の
他

の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
者

（以
下
こ
の
条
に
お

い
て

「指
定

一
般
相
談
支
援
事
業
者
等
」
と
い
う
。

）
に
委
託
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
～
６

　

（略
）

（障
害
程
度
区
分
の
認
定
）

第
二
十

一
条
　
市
町
村
は
、
前
条
第

一
項
の
申
請
が
あ

っ
た
と
き
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
市

町
村
審
査
会
が
行
う
当
該
申
請
に
係
る
障
害
者
等
の

障
害
程
度
区
分
に
関
す
る
審
査
及
び
判
定
の
結
果
に

基
づ
き
、
障
害
程
度
区
分
の
認
定
を
行
う
も
の
と
す

る
。
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（略
）

（支
給
要
否
決
定
等
）

第
二
十
二
条
　
市
町
村
は
、
第
二
十
条
第

一
項
の
申
請

に
係
る
障
害
者
等
の
軍
感
支
援
Ｘ
分
、
当
該
障
害
者

等
の
介
護
を
行
う
者
の
状
況
、
当
該
障
害
者
等
の
置

か
れ
て
い
る
環
境
、
当
該
申
請
に
係
る
障
害
者
等
又

は
障
害
児
の
保
護
者
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用

に
関
す
る
意
向
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

事
項
を
勘
案
し
て
介
護
給
付
費
等
の
支
給
の
要
否
の

決
定

〈以
下
こ
の
条
及
び
第
二
十
七
条
に
お
い
て

「

支
給
要
否
決
定
」
と
い
う
。
）
を
行
う
も
の
と
す
る

２
～
８

　

（略
）

（支
給
決
定
の
変
更
）

第
二
十
四
条
　
　
（略
）

２

・
３

　

（略
）

４
　
市
町
村
は
、
第
二
項
の
支
給
決
定
の
変
更
の
決
定

を
行
う
に
当
た
り
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は

、
臓
観
関
擦
饗
密
の
変
更
の
認
定
を
行
う
こ
と
が
で

き

る
。

５
　
第
二
十
一
条
の
規
定
は
、
前
項
の
澄
露
簸
富
舞
澪
一

の
変
更
の
認
定
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
必
要
な
技
術
的
読
替
え
は
、
政
令
で
定
め

る

。
（略
）

（略
）

（支
給
要
否
決
定
等
）

第
二
十
二
条
　
市
町
村
は
、
第
二
十
条
第

一
項
の
申
請

に
係
る
障
害
者
等
の
悼
菫
彊
贅
区
頻
、
当
該
障
害
者

等
の
介
護
を
行
う
者
の
状
況
、
当
該
障
害
者
等
の
置

か
れ
て
い
る
環
境
、
当
該
申
請
に
係
る
障
害
者
等
又

は
障
害
児
の
保
護
者
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用

に
関
す
る
意
向
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

事
項
を
勘
案
し
て
介
護
給
付
費
等
の
支
給
の
要
否
の

決
定

（以
下
こ
の
条
及
び
第
二
十
七
条
に
お
い
て

「

支
給
要
否
決
定
」
と
い
う
。
）
を
行
う
も
の
と
す
る

２
～
８

　

（略
）

（支
給
決
定
の
変
更
）

第
二
十
四
条

　

〈略
）

２

・
３

　

（略
）

４
　
市
町
村
は
、
第
二
項
の
支
給
決
定
の
変
更
の
決
定

を
行
う
に
当
た
り
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は

、
一緯
目
獲
開
睦
幅
の
変
更
の
認
定
を
行
う
こ
と
が
で

き

る
。

５
　
第
二
十

一
条
の
規
定
は
、
前
項
の
整
響
騒
甕
彗
繁
動

の
変
更
の
認
定
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
必
要
な
技
術
的
読
替
え
は
、
政
令
で
定
め

る

。
（略
）

（略
）

（支
給
要
否
決
定
等
）

第
二
十
二
条
　
市
町
村
は
、
第
二
十
条
第

一
項
の
申
請

に
係
る
障
害
者
等
の
障
害
程
度
区
分
、
当
該
障
害
者

等
の
介
護
を
行
う
者
の
状
況
、
当
該
障
害
者
等
の
置

か
れ
て
い
る
環
境
、
当
該
申
請
に
係
る
障
害
者
等
又

は
障
害
児
の
保
護
者
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用

に
関
す
る
意
向
そ
の
他
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る

事
項
を
勘
案
し
て
介
護
給
付
費
等
の
支
給
の
要
否
の

決
定

（以
下
こ
の
条
及
び
第
二
十
七
条
に
お
い
て

「

支
給
要
否
決
定
」
と
い
う
。
）
を
行
う
も
の
と
す
る

２
～
８

　

（略
）

（支
給
決
定
の
変
更
）

第
二
十
四
条
　
　
（略
）

２

・
３
　
　
（膵
じ

４
　
市
町
村
は
、
第
二
項
の
支
給
決
定
の
変
更
の
決
定

を
行
う
に
当
た
り
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は

、
障
害
程
度
区
分
の
変
更
の
認
定
を
行
う
こ
と
が
で

き

る
。

５
　
第
二
十

一
条
の
規
定
は
、
前
項
の
障
害
程
度
区
分

の
変
更
の
認
定
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に

お
い
て
、
必
要
な
技
術
的
読
替
え
は
、
政
令
で
定
め

る

。
（略
〉
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（政
令

へ
の
委
任
）

第
二
十
七
条
　
こ
の
款
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
障
彗

支
援
区
分
に
関
す
る
審
査
及
び
判
定
、
支
給
決
定
、

支
給
要
否
決
定
、
受
給
者
証
、
支
給
決
定
の
変
更
の

決
定
並
び
に
支
給
決
定
の
取
消
し
に
関
し
必
要
な
事

項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（都
道
府
県
の
負
担
及
び
補
助
）

第
九
十
四
条
　
都
道
府
県
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
、
第
九
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
が
支

弁
す
る
費
用
に
つ
い
て
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を
負
担

す
る
。

一　

第
九
十
二
条
第

一
号
、
第
二
号
及
び
第
五
号
に

掲
げ
る
費
用
の
う
ち
、
国
及
び
都
道
府
県
が
負
担

す
べ
き
も
の
と
し
て
当
該
市
町
村
に
お
け
る
障
害

福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
等
及
び
高
額
障
害
福
祉
サ
ー
ビ

ス
等
給
付
費
の
支
給
に
係
る
障
害
者
等
の
渾
彗
舞

樹
区
分
ご
と
の
人
数
、
相
談
支
援
給
付
費
等
の
支

給
に
係
る
障
害
者
等
の
人
数
そ
の
他
の
事
情
を
勘

案
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た

額

（以
下

「障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
等
負
担
対
象

額
」
と
い
う
。
）
の
百
分
の
二
十
五

一
一

（略
）

２

　

（略
）

（政
令

へ
の
委
任
）

第
二
十
七
条
　
こ
の
款
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
簿
書

奮
度‐
区
分
に
関
す
る
審
査
及
び
判
定
、
支
給
決
定
、

支
給
要
否
決
定
、
受
給
者
証
、
支
給
決
定
の
変
更
の

決
定
並
び
に
支
給
決
定
の
取
消
し
に
関
し
必
要
な
事

項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

〈都
道
府
県
の
負
担
及
び
補
助
）

第
九
十
四
条
　
都
道
府
県
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
、
第
九
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
が
支

弁
す
る
費
用
に
つ
い
て
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を
負
担

す
る
。

一　

第
九
十
二
条
第

一
号
、
第
二
号
及
び
第
五
号
に

掲
げ
る
費
用
の
う
ち
、
国
及
び
都
道
府
県
が
負
担

す
べ
き
も
の
と
し
て
当
該
市
町
村
に
お
け
る
障
害

福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
等
及
び
高
額
障
害
福
祉
サ
ー
ビ

ス
等
給
付
費
の
支
給
に
係
る
障
害
者
等
の
覇
覇
饗

葺
援
槻
ご
と
の
人
数
、
相
談
支
援
給
付
費
等
の
支

給
に
係
る
障
害
者
等
の
人
数
そ
の
他
の
事
情
を
勘

案
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た

額

（以
下

「障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
等
負
担
対
象

額
」
と
い
う
。
）
の
百
分
の
二
十
五

一
一
　

（略
）

２

　

（略
）

（政
令

へ
の
委
任
）

第
二
十
七
条
　
こ
の
款
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
障
害

程
度
区
分
に
関
す
る
審
査
及
び
判
定
、
支
給
決
定
、

支
給
要
否
決
定
、
受
給
者
証
、
支
給
決
定
の
変
更
の

決
定
並
び
に
支
給
決
定
の
取
消
し
に
関
し
必
要
な
事

項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（都
道
府
県
の
負
担
及
び
補
助
）

第
九
十
四
条
　
都
道
府
県
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ

に
よ
り
、
第
九
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
市
町
村
が
支

弁
す
る
費
用
に
つ
い
て
、
次
に
掲
げ
る
も
の
を
負
担

す
る
。

一　

第
九
十
二
条
第

一
号
、
第
二
号
及
び
第
五
号
に

掲
げ
る
費
用
の
う
ち
、
国
及
び
都
道
府
県
が
負
担

す
べ
き
も
の
と
し
て
当
該
市
町
村
に
お
け
る
障
害

福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
等
及
び
高
額
障
害
福
祉
サ
ー
ビ

ス
等
給
付
費
の
支
給
に
係
る
障
害
者
等
の
障
害
程

度
区
分
ご
と
の
人
数
、
相
談
支
援
給
付
費
等
の
支

給
に
係
る
障
害
者
等
の
人
数
そ
の
他
の
事
情
を
勘

案
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た

額

（以
下

「障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
費
等
負
担
対
象

額
」
と
い
う
。
）
の
百
分
の
二
十
五

一
一

（略
）

２

　

（略
）
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○
　
児
童
福
祉
法

（昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
）

（抄
）

（第
二
条
関
係
）

第
二
十

一
条
の
五
の
十
七
　
指
定
障
害
児
通
所
支
援
事

業
者
及
び
指
定
医
療
機
関
の
設
置
者

（以
下

「指
定

障
害
児
事
業
者
等
」
と
い
う
。
）
は
、
障
害
児
が
自

立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
を
営
む
こ
と
が
で

き
る
よ
う
犠
障
害
児
翼
び
そ
０
凛
筆
者
０
意
思
を
て

と
を
限

，
難
彗
す
る
と
と
も
に
、
行
政
機
関
、
教
育

機
関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
緊
密
な
連
携
を
図
り

つ
つ
、
障
害
児
通
所
支
援
を
当
該
障
害
児
の
意
向
、

適
性
、
障
害
の
特
性
そ
の
他
の
事
情
に
応
じ
、
常
に

障
害
児
及
び
そ
の
保
護
者
の
立
場
に
立
つ
て
効
果
的

に
行
う
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②

・
③

　

（略
）

第
二
十
四
条
の
十

一　

指
定
障
害
児
入
所
施
設
等
の
設

置
者
は
、
障
害
児
が
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会

生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う

，
障
害
児
漿
び
そ

翻
薇
護
者
鶴
雛
丹
整
濠
き
る
鳳
勒
豊
言
森
′一慧
な
お

檬
、
行
政
機
関
、
教
育
機
関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と

の
緊
密
な
連
携
を
図
り
つ
つ
、
障
害
児
入
所
支
援
を

当
該
障
害
児
の
意
向
、
適
性
、
障
害
の
特
性
そ
の
他

の
事
情
に
応
じ
、
常
に
障
害
児
及
び
そ
の
保
護
者
の

立
場
に
立

つ
て
効
果
的
に
行
う
よ
う
に
努
め
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

②

・
③

　

（略
）

第
二
十

一
条
の
五
の
十
七
　
指
定
障
害
児
通
所
支
援
事

業
者
及
び
指
定
医
療
機
関
の
設
置
者

（以
下

「指
定

障
害
児
事
業
者
等
」
と
い
う
。
）
は
、
障
害
児
が
自

立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
を
営
む
こ
と
が
で

き
る
よ
う
、
行
政
機
関
、
教
育
機
関
そ
の
他
の
関
係

機
関
と
の
緊
密
な
連
携
を
図
り
つ
つ
、
障
害
児
通
所

支
援
を
当
該
障
害
児
の
意
向
、
適
性
、
障
害
の
特
性

そ
の
他
の
事
情
に
応
じ
、
障
害
児
及
び
そ
の
保
護
者

の
立
場
に
立
つ
て
効
果
的
に
行
う
よ
う
に
努
め
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

②

・
③

　

（略
）

第
二
十
四
条
の
十

一　

指
定
障
害
児
入
所
施
設
等
の
設

置
者
は
、
障
害
児
が
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会

生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
行
政
機
関
、
教

育
機
関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
緊
密
な
連
携
を
図

り
つ
つ
、
障
害
児
入
所
支
援
を
当
該
障
害
児
の
意
向

、
適
性
、
障
害
の
特
性
そ
の
他
の
事
情
に
応
じ
、
障

割
刺
制
御
Ⅶ
コ
Ⅶ
困
調
割
洲
調
週
劉
り
判
「
「
効
果
的
に

行
う
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（倒
制
訓
州
は
改
正
部
分
、
組
繕
難
分
は
修
正
部
分
）

第
二
十

一
条
の
五
の
十
七
　
指
定
障
害
児
通
所
支
援
事

業
者
及
び
指
定
医
療
機
関
の
設
置
者

（以
下

「指
定

障
害
児
事
業
者
等
」
と
い
う
。
）
は
、
障
害
児
が
自

立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活
を
営
む
こ
と
が
で

き
る
よ
う
、
行
政
機
関
、
教
育
機
関
そ
の
他
の
関
係

機
関
と
の
緊
密
な
連
携
を
図
り
つ
つ
、
障
害
児
通
所

支
援
を
当
該
障
害
児
の
意
向
、
適
性
、
障
害
の
特
性

そ
の
他
の
事
情
に
応
じ
、
効
果
的
に
行
う
よ
う
に
努

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②

・
③

　

（略
）

第
二
十
四
条
の
十

一　

指
定
障
害
児
入
所
施
設
等
の
設

置
者
は
、
障
害
児
が
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会

生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
行
政
機
関
、
教

育
機
関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
緊
密
な
連
携
を
図

り
つ
つ
、
障
害
児
入
所
支
援
を
当
該
障
害
児
の
意
向

、
適
性
、
障
害
の
特
性
そ
の
他
の
事
情
に
応
じ
、
効

果
的
に
行
う
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②

・
③

　

（略
）

②

・
③

　

（略
）
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第
二
十
四
条
の
三
十
　
指
定
障
害
児
相
談
支
援
事
業
者

は
、
障
害
児
が
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活

を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
騨
障
錢
難
贅
黙
整
Ω
颯

淮
費
０
穣
ぼ
４
に
颯
羹
限
破
彗
渥
簸
り
と
謁
Ｕ
に
、

行
政
機
関
、
教
育
機
関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
緊

密
な
連
携
を
図
り
つ
つ
、
障
害
児
相
談
支
援
を
当
該

障
害
児
の
意
向
、
適
性
、
障
害
の
特
性
そ
の
他
の
事

情
に
応
じ
、
狩
館
障
害
児
及
び
そ
の
保
護
者
の
立
場

に
立

つ
て
効
果
的
に
行
う
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

②

・
③

　

（略
）

第
二
十
四
条
の
三
十
　
指
定
障
害
児
相
談
支
援
事
業
者

は
、
障
害
児
が
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活

を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
行
政
機
関
、
教
育
機

関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
緊
密
な
連
携
を
図
り
つ

つ
、
障
害
児
相
談
支
援
を
当
該
障
害
児
の
意
向
、
適

性
、
障
害
の
特
性
そ
の
他
の
事
情
に
応
じ
、
障
害
児

及
な
二
ふ
Ｚ
堡
護
者
の
十
直
ア
ヽ
半
つ
て
効
果
的
に
行
う

よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②

・
③

　

（略
）

第
二
十
四
条
の
三
十
　
指
定
障
害
児
相
談
支
援
事
業
者

は
、
障
害
児
が
自
立
し
た
日
常
生
活
又
は
社
会
生
活

を
営
む
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
行
政
機
関
、
教
育
機

関
そ
の
他
の
関
係
機
関
と
の
緊
密
な
連
携
を
図
り
つ

つ
、
障
害
児
相
談
支
援
を
当
該
障
害
児
の
意
向
、
適

性
、
障
害
の
特
性
そ
の
他
の
事
情
に
応
じ
、
効
果
的

に
行
う
よ
う
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

②

。
③

　

（略
）
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○
　
知
的
障
害
者
福
祉
法

（昭
和
三
十
五
年
法
律
第
二
十
七
号
）

（抄
）

（第
七
条
関
係
）

傍
線
部
分
は

部
分
）

（支
援
体
制
の
整
備
等
）

第
十
五
条
の
三
　
市
町
村
は
海
紅
組
障
尋
碧
０
簿
饗
澱

建
惚
舞
鍍
驚
腱
感
じ
一口
り
、
こ
の
章
に
規
定
す
る
更

生
援
護
、
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総

合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
の
規
定
に
よ
る
自
立

支
援
給
付
及
び
地
域
生
活
支
援
事
業
そ
の
他
地
域
の

実
情
に
応
じ
た
き
め
細
か
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
が
積
極

的
に
提
供
さ
れ
、
知
的
障
害
者
が
、
心
身
の
状
況
、

そ
の
置
か
れ
て
い
る
環
境
等
に
応
じ
て
、
自
立
し
た

日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
営
む
た
め
に
最
も
適
切

な
支
援
が
総
合
的
に
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
、
福
祉
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
者
又
は
こ
れ
ら
に
参
画
す
る
者

の
活
動
の
連
携
及
び
調
整
を
図
る
等
地
域
の
実
情
に

応
じ
た
体
制
の
整
備
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

　

（略
）

修
　
正
　
後

改
正
部
分
、

修

正

（支
援
体
制
の
整
備
等
）

第
十
五
条
の
三
　
市
町
村
は
、
こ
の
章
に
規
定
す
る
更

生
援
護
、
同
割
剖
倒
副
潮
引
日
測
洲
相
剣
引
測
ｄ
細

合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
の
規
定
に
よ
る
自
立

支
援
給
付
及
び
地
域
生
活
支
援
事
業
そ
の
他
地
域
の

実
情
に
応
じ
た
き
め
細
か
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
が
積
極

的
に
提
供
さ
れ
、
知
的
障
害
者
が
、
心
身
の
状
況
、

そ
の
置
か
れ
て
い
る
環
境
等
に
応
じ
て
、
自
立
し
た

日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
営
む
た
め
に
最
も
適
切

な
支
援
が
総
合
的
に
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
、
福
祉
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
者
又
は
こ
れ
ら
に
参
画
す
る
者

の
活
動
の
連
携
及
び
調
整
を
図
る
等
地
域
の
実
情
に

応
じ
た
体
制
の
整
備
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（略
）

修
　
正
　
ユ刷

（支
援
体
制
の
整
備
等
）

第
十
五
条
の
三
　
市
町
村
は
、
こ
の
章
に
規
定
す
る
更

生
援
護
、
日
割
剖
創
コ
劇
捌
測
の
規
定
に
よ
る
自
立

支
援
給
付
及
び
地
域
生
活
支
援
事
業
そ
の
他
地
域
の

実
情
に
応
じ
た
き
め
細
か
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
が
積
極

的
に
提
供
さ
れ
、
知
的
障
害
者
が
、
心
身
の
状
況
、

そ
の
置
か
れ
て
い
る
環
境
等
に
応
じ
て
、
自
立
し
た

日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
営
む
た
め
に
最
も
適
切

な
支
援
が
総
合
的
に
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
、
福
祉
サ

ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
者
又
は
こ
れ
ら
に
参
画
す
る
者

の
活
動
の
連
携
及
び
調
整
を
図
る
等
地
域
の
実
情
に

応
じ
た
体
制
の
整
備
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（略
）

現
　
行
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○
　
地
域
社
会
に
お
け
る
共
生
の
実
現
に
向
け
て
新
た
な
障
害
保
健
福
祉
施
策
を
講
ず
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律

（平
成
二
十
四
年
法
律
第
　
　
　
号
）

（抄

）

（傍
線
部
分
は
修
正
部
分
）

附
　
則

（施
行
期
日
）

第

一
条
　
こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月

一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一　

附
則
第
九
条
及
び
第
二
十
七
条
の
規
定
　
公
布
の
日

一
一　
第
二
条
、
第
四
条
、
第
六
条
及
び
第
八
条
並
び
に
附
則
第
五
条
か
ら
第
七
条

劃
ｄ
ｌ
剃
刊
「
剣
劇
引
利
コ
割
劉
到
翻
錮
馴
到
劇
劇
烈
側
引
劃
「
劃
刹
ま
で

の
規
定
　
平
成
二
十
六
年
四
月

一
日

ｄ

例

目

∃

圏

劇

劉

劃

倒

引

劉

劃

日

翼
朝

釧

刻

コ

馴

倒

酬

ョ

倒

コ

刷

劇

潤

§

刺

コ

嘲

ロ

コ

例

目

∃

目

日

釧

引

刊

刻

劉

∃

ａ

測

ｄ

剛

Ｊ

淵

劃

州

劉

目

劃

日

倒

日

嘲

剰

圏

∃

ョ

國

矧

国

副

Ｊ

劉

コ

劃

飼

割

刻

卿

圏

劃

日

¶

Ｊ

測

引

日

州

Ｈ

潮

日

ｑ

コ

劃

「

同
‐

３

日

倒

馴

割

刻

日

引

□

到

翻

引

副

刻

罰

祠

割

「

劇

日

刻

酬

慮
そ
の
他
の
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（検
討
）

第
二
条
　
政
府
は
、
全
て
の
国
民
が
、
障
害
の
有
無
に
よ
っ
て
分
け
隔
て
ら
れ
る
こ

と
な
く
、
相
互
に
人
格
と
個
性
を
尊
重
し
合
い
な
が
ら
共
生
す
る
社
会
の
実
現
に

向
け
て
、
障
害
者
等
の
支
援
に
係
る
施
策
を
段
階
的
に
講
ず
る
た
め
、
こ
の
法
律

の
施
行
後
三
年
を
目
途
と
し
て
、
第

一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
障
害
者
の
日

附
　
則

（施
行
期
日
）

第

一
条
　
こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月

一
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
当
該
各
号
に
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一　

附
則
第
八
条
の
規
定
　
公
布
の
日

一
一　
第
二
条
、
第
四
条
、
第
六
条
及
び
第
八
条
並
び
に
附
則
第
四
条
か
ら
第
六
条

ま
で
、
第
十
条
か
ら
第
十
四
条
ま
で
及
び
第
十
六
条
か
ら
第
二
十
四
条
ま
で
の

規
定
　
平
成
二
十
六
年
四
月

一
日

（検
討
）

第
二
条
　
政
府
は
、
全
て
の
国
民
が
、
障
害
の
有
無
に
よ
っ
て
分
け
隔
て
ら
れ
る
こ

と
な
く
、
相
互
に
人
格
と
個
性
を
尊
重
し
合
い
な
が
ら
共
生
す
る
社
会
の
実
現
に

向
け
て
、
障
害
者
等
の
支
援
に
係
る
施
策
を
段
階
的
に
講
ず
る
た
め
、
こ
の
法
律

の
施
行
後
三
年
を
目
途
と
し
て
、
第

一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
障
害
者
の
日

修
　
正
　
後

修
　
正
　
一訓



常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
第

一
条
の
二
に
規
定

す
る
基
本
理
念
を
勘
案
し
、
常
時
介
護
を
要
す
る
障
害
者
等
に
対
す
る
支
援
、
障

害
者
等
の
移
動
の
支
援
、
障
害
者
の
就
労
の
支
援
そ
の
他
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

の
在
り
方
、
障
害
支
援
区
分
の
認
定
を
含
め
た
支
給
決
定
の
在
り
方
、
障
害
者
の

意
思
決
定
支
援
の
在
り
方
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
の
観
点
か
ら
の
成
年
後

見
制
度
の
利
用
促
進
の
在
り
方
、
手
話
通
訳
等
を
行
う
者
の
派
遣
そ
の
他
の
聴
覚

、
言
語
機
能
、
音
声
機
能
そ
の
他
の
障
害
の
た
め
意
思
疎
通
を
図
る
こ
と
に
支
障

が
あ
る
障
害
者
等
に
対
す
る
支
援
の
在
り
方
、
精
神
障
害
者
及
び
高
齢
の
障
害
者

に
対
す
る
支
援
の
在
り
方
等
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
、

所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

２

　

（略
）

第
四
条
～
第
八
条

　

（略
）

（政
令

へ
の
委
任
）

第
九
条

附
則
第
四
条
か
ら
前
条
ま
で
、
第
十
五
条
及
び
第
二
十
四
条
に
規
定
す
る

も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
伴
い
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る

第
十
条
～
第
二
十
六
条

　

（略
）

（児
童
手
当
法
の

一
部
を
改
正
す
る
法
律
の

一
部
改
正
）

ｉ
十
四
号
）
の

一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

附
則
第
三
十
六
条
中

「附
則
第
九
条
第
十
四
号
及
び
第
十
条
第
六
号
」
を

「附

則
第
十
条
第
十
四
号
及
び
第
十

一
条
第
六
号
」
に
改
め
る
。

・
　
４
　
　
　
　
■

常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
第

一
条
の
二
に
規
定

す
る
基
本
理
念
を
勘
案
し
、
常
時
介
護
を
要
す
る
障
害
者
等
に
対
す
る
支
援
、
障

害
者
等
の
移
動
の
支
援
、
障
害
者
の
就
労
の
支
援
そ
の
他
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

の
在
り
方
、
障
害
程
度
区
分
の
認
定
を
含
め
た
支
給
決
定
の
在
り
方
、
手
話
通
訳

等
を
行
う
者
の
派
遣
そ
の
他
の
聴
覚
、
言
語
機
能
、
音
声
機
能
そ
の
他
の
障
害
の

た
め
意
思
疎
通
を
図
る
こ
と
に
支
障
が
あ
る
障
害
者
等
に
対
す
る
支
援
の
在
り
方

等
に
つ
い
て
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
、
所
要
の
措
置
を
講
ず
る
も

の
と
す
る
。

（略
）

第
二
条
～
第
七
条

　

（略
）

（政
令

へ
の
委
任
）

剃
川
刹
　
附
則
剃
ヨ
剣
か
ら
前
条
ま
で
、
剃
刊
回
刹
別
酬
劉
二‐
刊
ョ
刻
に
規
定
す
る

も
の
の
ほ
か
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
伴
い
必
要
な
経
過
措
置
は
、
政
令
で
定
め
る

第
九
条
～
第
二
十
五
条

　

（略
）



1    
国等による障害者鷲譴響議菫葎異3惚曇芦

の調達の推進等
   |

1.目 的 (第 1条 )

障害者就労施設、夕室虚瑳獲磐堵汲型泊重」螢塞菫塾國螢(以下「障害者就労施設等」

という。)の受注の機会を確保するために必要な事項等を定めることによ り、障害者就

労施設等が供給する物品等に対する需要の増進等を図り、もって障害者就労施設で就

労する障害者、 の自立の促進に資する。

2.国等の責務及び調達の推進 (第 3条～第 9条 )

<国・独立行政法人等> <地方公共団体・地方独立行政法人>

障害者就労施設等の受注機会の り 踏 留

るよう努め

戯 ″/_~4書者就労施設等力らを 調達ナ

基本方針の策定 ・公表 (厚生労働大臣)

じ
調達方針の策定 。公表 (各省各庁の長等 )

じ
調達方針に即 した調達の実施

じ
調達実績の取 りまとめ・公表等

調達方針の策定・公表

調達方針に即 した調達の実施

調達実績の取りまとめ・公表

ｒ
′／
‐
‐
ヽ
‐
マ
‐
‐
―
―
―
、
、

・

4.障害者就労施設等の供給する物品等に関する情報の提供(第 11条 )

障害者就労施設等は、単独で又は相互に連携 して若しくは共同して、購入者等に対

し、その物品等に関する情報を提供するよう努めるとともに、当該物品等の質の向上

及び供給の円滑化に努めるものとする。

5.その他 (附則第 1条～附則第3条 )

(1)施行期日

この法律は、平成 25年 4月 1日 から施行する。

(2)検  言寸

政府は、以下の事項について、 3年以内に検討を加え、その結果に基づいて必要
な措置を講ずるものとする。

① 障害者就労施設等の物品等の質の確保等に関する支援及び情報提供の在り方

② 入札者が法定雇用率を満たしていること、障害者就労施設等から相当程度の物

品等を調達していること等を評価して公契約の落札者を決定する方式の導入

(3)税制上の措置

国は、租税特別措置法で定めるところにより、障害者就労施設等が供給する物品等
に対する需要の増進を図るために必要な措置を講ずるものとする。

3.公契約における障害者の就業を促進するための措置等 (第 10条 )

① 国及び独立行政法人等は、公契約について、競争参加資格を定めるに当たって法
定雇用率を満たしていること又は障害者就労施設等から相当程度の物品等を調達し
ていることに配慮する等障害者の就業を促進するために必要な措置を講ずるよう努
めるものとする。

② 地方公共団体及び地方独立行政法人は、①による国及び独立行政法人等の措置に

準じて必要な措置を講ずるよう努めるものとする。



国
等
に
よ
る
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
推
進
等
に
関
す
る
法
律
案

（目
的
）

第

一
条
　
こ
の
法
律
は
、
国
一
独
立
行
政
法
人
等
、
地
方
公
共
団
体
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
に
よ
る
障
害
者
就
労
施
設
等
か

ら
の
物
品
及
び
役
務
の
調
達
の
推
進
等
に
関
し
、
国
等
の
責
務
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
基
本
方
針
及
び
調
達
方
針
の

策
定
そ
の
他
障
害
者
就
労
施
設
等
の
受
注
の
機
会
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
等
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
障
害
者
就

労
施
設
等
が
供
給
す
る
物
品
及
び
役
務
に
対
す
る
需
要
の
増
進
等
を
図
り
、
も
っ
て
障
害
者
就
労
施
設
で
就
労
す
る
障
害
者
、

在
宅
就
業
障
害
者
等
の
自
立
の
促
進
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（定
義
）

第
二
条
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「障
害
者
」
と
は
、
障
害
者
基
本
法

（昭
和
四
十
五
年
法
律
第
八
十
四
号
）
第
二
条
第

一
号
に

規
定
す
る
障
害
者
を
い
う
。

２
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「障
害
者
就
労
施
設
」
と
は
、
次
に
掲
げ
る
施
設
を
い
う
。

一　

障
害
者
自
立
支
援
法

（平
成
十
七
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
五
条
第
十
二
項
に
規
定
す
る
障
害
者
支
援
施
設
、
同
条

第
二
十
六
項
に
規
定
す
る
地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
又
は
同
条
第

一
項
に
規
定
す
る
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業

（同
条
第

一



二

七
項
に
規
定
す
る
生
活
介
護
、
同
条
第
十
四
項
に
規
定
す
る
就
労
移
行
支
援
又
は
同
条
第
十
五
項
に
規
定
す
る
就
労
継
続

支
援
を
行
う
事
業
に
限
る
。
）
を
行
う
施
設

一
一　
障
害
者
の
地
域
に
お
け
る
作
業
活
動
の
場
と
し
て
障
害
者
基
本
法
第
十
八
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
必
要
な
費
用
の
助

成
を
受
け
て
い
る
施
設

〓
一　
障
害
者
２
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律

（昭
和
三
十
五
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
二
条
第
二
号
に
規
定
す
る
重
度

身
体
障
害
者
、
同
条
第
四
号
に
規
定
す
る
知
的
障
害
者
又
は
同
法
第
六
十
九
条
に
規
定
す
る
精
神
障
害
者
で
あ

っ
て
同
法

第
四
十
三
条
第

一
項
に
規
定
す
る
労
働
者
で
あ
る
も
の
を
多
数
雇
用
す
る
事
業
所
と
し
て
政
令
で
定
め
る
も
の

３
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「在
宅
就
業
障
害
者
」
と
は
、
障
害
者
２
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
第
七
十
四
条
の
二
第
三
項

第

一
号
に
規
定
す
る
在
宅
就
業
障
害
者
を
い
う
。

４
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「障
害
者
就
労
施
設
等
」
と
は
、
障
害
者
就
労
施
設
、
在
宅
就
業
障
害
者
及
び
障
害
者
の
雇
用
の
促

進
等
に
関
す
る
法
律
第
七
十
四
条
の
三
第

一
項
に
規
定
す
る
在
宅
就
業
支
援
団
体
を
い
う
。

５
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「独
立
行
政
法
人
等
」
と
は
、
独
立
行
政
法
人

（独
立
行
政
法
人
通
則
法

（平
成
十

一
年
法
律
第
百

三
号
）
第
二
条
第

一
項
に
規
定
す
る
独
立
行
政
法
人
を
い
う
。
）
又
は
特
殊
法
人

（法
律
に
よ
り
直
接
に
設
立
さ
れ
た
法
人



又
は
特
別
の
法
律
に
よ
り
特
別
の
設
立
行
為
を
も
っ
て
設
立
さ
れ
た
法
人
で
あ

っ
て
、
総
務
省
設
置
法

（平
成
十

一
年
法
律

第
九
十

一
号
）
第
四
条
第
十
五
号
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
も
の
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
の
う
ち
、
そ
の
資
本
金
の
全
部

若
し
く
は
大
部
分
が
国
か
ら
の
出
資
に
よ
る
法
人
又
は
そ
の
事
業
の
運
営
の
た
め
に
必
要
な
経
費
の
主
た
る
財
源
を
国
か
ら

の
交
付
金
若
し
く
は
補
助
金
に
よ
っ
て
得
て
い
る
法
人
で
あ
っ
て
、
政
令
で
定
め
る
も
の
を
い
う
。

６
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「地
方
独
立
行
政
法
人
」
と
は
、
地
方
独
立
行
政
法
人
法

（平
成
十
五
年
法
律
第
百
十
八
号
）
第
二

条
第

一
項
に
規
定
す
る
地
方
独
立
行
政
法
人
を
い
う
。

７
　
こ
の
法
律
に
お
い
て

「各
省
各
庁
の
長
」
と
は
、
財
政
法

（昭
和
二
十
二
年
法
律
第
三
十
四
号
）
第
二
十
条
第
二
項
に
規

定
す
る
各
省
各
庁
の
長
を
い
う
。

（国
及
び
独
立
行
政
法
人
等
の
責
務
）

第
三
条
　
国
及
び
独
立
行
政
法
人
等
は
、
物
品
及
び
役
務

（以
下

「物
品
等
」
と
い
う
。
）
の
調
達
に
当
た
っ
て
は
、
障
害
者

就
労
施
設
等
の
受
注
の
機
会
の
増
大
を
図
る
た
め
、
予
算
の
適
正
な
使
用
に
留
意
し
つ
つ
、
優
先
的
に
障
害
者
就
労
施
設
等

か
ら
物
品
等
を
調
達
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（地
方
公
共
団
体
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
の
責
務
）

三



四

第
四
条
　
地
方
公
共
団
体
は
、
そ
の
区
域
の
障
害
者
就
労
施
設
に
お
け
る
障
害
者
の
就
労
又
は
在
宅
就
業
障
害
者
の
就
業
の
実

態
に
応
じ
て
、
障
害
者
就
労
施
設
等
の
受
注
の
機
会
の
増
大
を
図
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
地
方
独
立
行
政
法
人
は
、
当
該
地
方
独
立
行
政
法
人
の
事
務
及
び
事
業
に
関
し
、
障
害
者
就
労
施
設
等
の
受
注
の
機
会
の

増
大
を
図
る
た
め
の
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
推
進
に
関
す
る
基
本
方
針
）

第
五
条
　
国
は
、
国
及
び
独
立
行
政
法
人
等
に
お
け
る
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
を
総
合
的
か
つ
計
画
的
に

推
進
す
る
た
め
、
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
推
進
に
関
す
る
基
本
方
針

（以
下

「基
本
方
針
」
と
い
う
。
）

を
定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
基
本
方
針
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一　

国
及
び
独
立
行
政
法
人
等
に
よ
る
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
方
向

一
一　
優
先
的
に
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
調
達
す
べ
き
物
品
等
の
種
類
そ
の
他
の
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調

達
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
事
項

〓
一　
障
害
者
就
労
施
設
等
に
対
す
る
国
及
び
独
立
行
政
法
人
等
に
よ
る
物
品
等
の
調
達
に
関
す
る
情
報
の
提
供
に
関
す
る
基



本
的
事
項

四
　
そ
の
他
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
推
進
に
関
す
る
重
要
事
項

３
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
あ
ら
か
じ
め
各
省
各
庁
の
長
等

（国
に
あ
っ
て
は
各
省
各
庁
の
長
、
独
立
行
政
法
人
等
に
あ
っ
て
は

そ
の
主
務
大
臣
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
と
協
議
し
て
基
本
方
針
の
案
を
作
成
し
、
閣
議
の
決
定
を
求
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

卜
Ｖ

４
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
前
項
の
閣
議
の
決
定
が
あ
っ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
基
本
方
針
を
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
　
前
二
項
の
規
定
は
、
基
本
方
針
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（障
害
者
就
労
施
設
等
が
供
給
す
る
物
品
等
の
調
達
方
針
）

第
六
条
　
各
省
各
庁
の
長
及
び
独
立
行
政
法
人
等
の
長

（当
該
独
立
行
政
法
人
等
が
特
殊
法
人
で
あ
る
場
合
に
あ

っ
て
は
、
そ

の
代
表
者
。
以
下
同
じ
。
）
は
、
毎
年
度
、
基
本
方
針
に
即
し
て
、
物
品
等
の
調
達
に
関
し
、
当
該
年
度
の
予
算
及
び
事
務

又
は
事
業
の
予
定
等
を
勘
案
し
て
、
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
推
進
を
図
る
た
め
の
方
針
を
作
成
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
前
項
の
方
針
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

五



エハ

一　

当
該
年
度
に
お
け
る
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
目
標

一
一　
そ
の
他
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
推
進
に
関
す
る
事
項

３
　
各
省
各
庁
の
長
及
び
独
立
行
政
法
人
等
の
長
は
、
第

一
項
の
方
針
を
作
成
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
公
表
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
　
各
省
各
庁
の
長
及
び
独
立
行
政
法
人
等
の
長
は
、
第

一
項
の
方
針
に
基
づ
き
、
当
該
年
度
に
お
け
る
物
品
等
の
調
達
を
行

う
も
の
と
す
る
。

（調
達
実
績
の
概
要
の
公
表
等
）

第
七
条
　
各
省
各
庁
の
長
及
び
独
立
行
政
法
人
等
の
長
は
、
毎
会
計
年
度
又
は
毎
事
業
年
度
の
終
了
後
、
遅
滞
な
く
、
障
害
者

就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
実
績
の
概
要
を
取
り
ま
と
め
、
公
表
す
る
と
と
も
に
、
厚
生
労
働
大
臣
に
通
知
す
る

も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
る
厚
生
労
働
大
臣
へ
の
通
知
は
、
独
立
行
政
法
人
等
の
長
に
あ
っ
て
は
、
当
該
独
立
行
政
法
人
等
の
主

務
大
臣
を
通
じ
て
行
う
も
の
と
す
る
。

（厚
生
労
働
大
臣
及
び
内
閣
総
理
大
臣
の
要
請
）



第
八
条
　
厚
生
労
働
大
臣
及
び
内
閣
総
理
大
臣
は
、
各
省
各
庁
の
長
等
に
対
し
、
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達

の
推
進
を
図
る
た
め
特
に
必
要
が
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
措
置
を
と
る
べ
き
こ
と
を
要
請
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（地
方
公
共
団
体
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
に
よ
る
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
推
進
等
）

第
九
条
　
都
道
府
県
、
市
町
村
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
は
、
毎
年
度
、
物
品
等
の
調
達
に
関
し
、
当
該
都
道
府
県
、
市
町
村

及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
の
当
該
年
度
の
予
算
及
び
事
務
又
は
事
業
の
予
定
等
を
勘
案
し
て
、
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
の

物
品
等
の
調
達
の
推
進
を
図
る
た
め
の
方
針
を
作
成
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
前
項
の
方
針
は
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
に
あ
っ
て
は
当
該
都
道
府
県
及
び
市
町
村
の
区
域
の
障
害
者
就
労
施
設
に
お
け

る
障
害
者
の
就
労
又
は
在
宅
就
業
障
害
者
の
就
業
の
実
態
に
応
じ
て
、
地
方
独
立
行
政
法
人
に
あ

っ
て
は
当
該
地
方
独
立
行

政
法
人
の
事
務
及
び
事
業
に
応
じ
て
、
当
該
年
度
に
調
達
を
推
進
す
る
障
害
者
就
労
施
設
等
が
供
給
す
る
物
品
等
及
び
そ
の

調
達
の
目
標
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

３
　
都
道
府
県
、
市
町
村
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
は
、
第

一
項
の
方
針
を
作
成
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
公
表
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
　
都
道
府
県
、
市
町
村
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
は
、
第

一
項
の
方
針
に
基
づ
き
、
当
該
年
度
に
お
け
る
物
品
等
の
調
達
を

七



行
う
も
の
と
す
る
。

５
　
都
道
府
県
、
市
町
村
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
は
、
毎
会
計
年
度
又
は
毎
事
業
年
度
の
終
了
後
、
遅
滞
な
く
、
障
害
者
就

労
施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
実
績
の
概
要
を
取
り
ま
と
め
、
公
表
す
る
も
の
と
す
る
。

（公
契
約
に
お
け
る
障
害
者
の
就
業
を
促
進
す
る
た
め
の
措
置
等
）

第
十
条
　
国
及
び
独
立
行
政
法
人
等
は
、
国
又
は
独
立
行
政
法
人
等
を
当
事
者
の

一
方
と
す
る
契
約
で
国
又
は
独
立
行
政
法
人

等
以
外
の
者
の
す
る
工
事
の
完
成
若
し
く
は
作
業
そ
の
他
の
役
務
の
給
付
又
は
物
品
の
納
入
に
対
し
国
又
は
独
立
行
政
法
人

等
が
対
価
の
支
払
を
す
べ
き
も
の

（以
下

「公
契
約
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
、
競
争
に
参
加
す
る
者
に
必
要
な
資
格
を
定

め
る
に
当
た
っ
て
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
第
四
十
三
条
第

一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
い
な
い
こ
と
又
は
障

害
者
就
労
施
設
等
か
ら
相
当
程
度
の
物
品
等
を
調
達
し
て
い
る
こ
と
に
配
慮
す
る
等
障
害
者
の
就
業
を
促
進
す
る
た
め
に
必

要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

２
　
都
道
府
県
、
市
町
村
及
び
地
方
独
立
行
政
法
人
は
、
前
項
の
規
定
に
基
づ
く
国
及
び
独
立
行
政
法
人
等
の
措
置
に
準
じ
て

必
要
な
措
置
を
講
ず
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
。

（障
害
者
就
労
施
設
等
が
供
給
す
る
物
品
等
に
関
す
る
情
報
の
提
供
等
）

八



第
十

一
条
　
障
害
者
就
労
施
設
等
は
、
単
独
で
又
は
相
互
に
連
携
し
て
若
し
く
は
共
同
し
て
、
そ
の
供
給
す
る
物
品
等
の
購
入

者
等
に
対
し
、
当
該
物
品
等
に
関
す
る
情
報
を
提
供
す
る
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、
当
該
物
品
等
の
質
の
向
上
及
び
供
給
の

円
滑
化
に
努
め
る
も
の
と
す
る
。

附
　
則

（施
行
期
日
）

第

一
条
　
こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
五
年
四
月

一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（検
討
）

第
二
条
　
政
府
は
、
障
害
者
就
労
施
設
等
の
受
注
の
機
会
の
増
大
を
図
る
観
点
か
ら
、
障
害
者
就
労
施
設
等
の
自
主
性
を
尊
重

し
つ
つ
適
切
な
物
品
の
生
産
及
び
物
品
等
の
質
の
確
保
に
関
す
る
技
術
的
支
援
及
び
訓
練
を
行
い
、
並
び
に
障
害
者
就
労
施

設
等
が
供
給
す
る
物
品
等
の
購
入
者
等
に
対
し
必
要
な
情
報
の
提
供
を
行
う
体
制
の
在
り
方
に
つ
い
て
、
三
年
以
内
に
検
討

を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

２
　
政
府
は
、
公
契
約
の
落
札
者
を
決
定
す
る
に
当
た
っ
て
そ
の
入
札
者
が
障
害
者
の
雇
用
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
第
四
十

三
条
第

一
項
の
規
定
に
違
反
し
て
い
な
い
こ
と
、
障
害
者
就
労
施
設
等
か
ら
相
当
程
度
の
物
品
等
を
調
達
し
て
い
る
こ
と
等

九
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一
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を
総
合
的
に
評
価
す
る
方
式
を
導
入
す
る
こ
と
に
つ
い
て
、
三
年
以
内
に
検
討
を
加
え
、
そ
の
結
果
に
基
づ
い
て
必
要
な
措

置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（税
制
上
の
措
置
）

第
二
条
　
国
は
、
租
税
特
別
措
置
法

（昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
障
害
者
就
労
施
設
等

が
供
給
す
る
物
品
等
に
対
す
る
需
要
の
増
進
を
図
る
た
め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。



理
　
由

障
害
者
就
労
施
設
で
就
労
す
る
障
害
者
、
在
宅
就
業
障
害
者
等
の
自
立
の
促
進
に
資
す
る
た
め
、
国
等
に
よ
る
障
害
者
就
労

施
設
等
か
ら
の
物
品
等
の
調
達
の
推
進
等
に
関
し
、
国
等
の
責
務
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
基
本
方
針
及
び
調
達
方
針
の

策
定
そ
の
他
障
害
者
就
労
施
設
等
の
受
注
の
機
会
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
等
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
障
害
者
就
労

施
設
等
が
供
給
す
る
物
品
等
に
対
す
る
需
要
の
増
進
等
を
図
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ

スυ
。



平成24年4月 12日 厚生労働部門会議資料
厚生労働省健康局

21世紀における国民健康づ<り運動 (健康日本21(第 2次))に向けて

平成 12年度
(2000)

平成23年度
(2011)

平成24年度
(2012)

平成25年度
(2013)
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健康日本21
(第 2次)開始

次期国民健康づくり運動

‥

一

‥

<今後のスケジユール (予定)>
・4月 13日    次期国民健康づくり運動プラン策定専門委員会 (告示素案の審議)

・4月 中旬～
・5月 末頃
口6月 末頃

パブリックコメント

厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会 (告示素案諮問・答申)

告示制定



Ｉ
Ｎ
ｌ

健康日本21について

※「21世紀における国民健康づくり運動(健康日本21)の推進について」平成12年3月 31日 付通知(健医発第612号 )

趣 旨

健康寿命の延伸等を実現するために、平成22年度 (2010年度)を 目途とした具体的な目標等を提示すること等により、健康に関連する

全ての関係機関・団体等を始めとして、国民が一体となつた健康づくり運動を総合的かつ効果的に促進し、国民各層の自由な意思決定

に基づく健康づくりに関する意識の向上及び取組を促そうとするもの。

基本方針

○ 一次予防の重視

○ 健康づくり支援のための環境整備

○ 目標等の設定と評価

○ 多様な関係者による連携のとれた効果的な運動の推進

運動の期間

Ｏ

Ｏ

平成 12年度 (2000年度)から平成24年度 (2012年度 )

平成22年度 (2010年度)から最終評価を行い、その評価を

平成25年度 (2013年度)以降の運動の推進に反映させる。

目標について

9分野79項 目からなる具体的な目標を設定       <具 体例>

①栄養・食生活                   020～ 60歳代男性の肥満者→15%以下
②身体活動・運動                  020歳 代女性のやせの者→15%以下
③休養・こころの健康づくり             ○野菜の1日 当たり平均摂取量→350g以上

④たばこ                     ○多量に飲酒する人の割合(男性)→3.2%以下
⑤アルコール                   ○朝食を欠食する人の減少(20歳代男性)→15%以下
⑥歯の健康                    0日 常生活における歩数(男性)→ 9′200歩以上
⑦糖尿病                     ○分煙を実施している割合 公共の場→100%
③循環器病(1画卒中を含む)

⑨がん



「健康日本21」 最終評価 (平成23年 10月 )

「目標値に達したJと「目標値に達していないが改善傾向にある」を合わせ、全体の約6割で一定の改善がみられた。

評価区分
(策定時中の値と直近値を比較 )

該当項目数<割合>

A lo項目<169%>

B目標値に達していないが改善
傾向にある 25項目 <424%>

C変 わらない 14項 目 <2370/● >

D悪化している 9項 目 <153%>

巨 評価困難 1項目 <1.7%>

合 計 59項目<100.0%>

*中間評価時に設定された指標については、中間評価時の値と比較

主なもの

・メタポリックシンドロームを認知している国民の割合の増加
・高齢者で外出について積極的態度をもつ人の増加
・80歳で20歯以上・60歳で24歯以上の自分の歯を有する人の増加

・食塩摂取量の減少
・意識的に運動を心がけている人の増加
・喫煙が及ぼす健康影響についての十分な知識の普及
・糖尿病やがん検診の促進 など
,自殺者の減少、多量に飲酒する人の減少

・メタボリックシンドロームの該当者・予備群の減少
・高脂血症の減少 など
。日常生活における歩数の増加
・糖尿病合併症の減少 など
,特定健康診査・特定保健指導の受診者数の向上
(平成20年からの2か年のデータに限定されため )

など

次期運動方針の検討の視点

① 日本の特徴を踏まえ10年後を見据えた計画の策定

② 目指す姿の明確化と目標達成へのインセンティプを

与える仕組みづくり

③ 自治体等関係機関が自ら進行管理できる目標の設定

④ 国民運動に値する広報戦略の強化

⑤ 新たな理念と発想の転換

ｌ
ω
‥

次期運動の方向性

① 社会経済の変化への対応
・家族・地域の絆の再構築、助け合いの社会の実現 (東 日本大震災からの学び等)

・人生の質(幸せ・生活満足度等)の 向上
・全ての世代の健やかな心を支える社会の在り方の再構築 など

② 科学技術の進歩を踏まえた効果的なアプローチ
・進歩する科学技術のエビデンスに基づいた目標設定
・個々の健康データに基づき地域・職域の集団をセグメント化し、それぞれの対象に

応じて確実に効果があがるアプローチを展開できる仕組み
・最新技術の発展を視野に入れた運動の展開

③ 今後の新たな課題 (例 )

・休養・こころの健康づくり(睡眠習慣の改善、働く世代のうつ病の対策)

・将来的な生活習慣病発症の予防のための取組の推進
・高齢者、女性の健康
・肺年齢の改善 (COPD、 たばこ) など



健康日本21(第 2次 )の「基本的な方向」について(案 )

現行 グ 淘 難 林 ″ ノ島調置

1健康寿命の酔 と健康格差の結■ヽ)
○「健康寿命の延伸」に加えて、「健康格差の縮小」を実現
することを「基本的方向」に明記。

1生活習慣病の発症予防と重症4ヒ到 物 鮎 )
○ ]|き続き一次予防に重点を置くとともに、合併症の発症
や症状進展などの重症化予防を重視。

縦 会生活を営むため       絡 崚 ″生ノ

○ 高齢期における日常生活の自立を目指した身体機能の
、働く世代のここ

、健 難 支 え s%″ ″ 雄 押 駒 燿 タ

○ 時間的にゆとりのない者や、健康づくり:こ

'

健康晟 佗 7〔第2次)

t目的)

向上を目的として健康

<課題>ヨト正規雇用の増加など雇用基盤の変化、家
族形態・地域の変化等がある中で、今後、健康にお
ける地域格差縮小の実現が重要。

r―′デ肪ο靱

O健 康を増進し発病を予防する一次予防を重視。

<課題>今 後は、高齢化社会の中で、重症化を予防
する観点や、年代に応じた健康づくりを行うことによ
り社会生活機能を維持する観点が重要。

ための物

を社会全体で支

<課題>今 後は、健康の意識はありながら生活に追

われて健康が守れない者や、健康に関心が持てな
い者も含めた対策も必要。

○ 健康づくりに取セ
援していくことを重視。

t食生活、運動、体養s“ほ 力 弦 諧 ″口性の健康

=こ
関 ケる生活 副 鞍 ¨ 改割

○ 国民の健康増進を形成する基本要素となる食生活等の
生活習慣の改善とともに、社会環境の改善を通じた働き
かけも推進。



|    ~~~~~~~健 康日本21(第 2次 )の「目標」について(案)        ‖

隕蝙祠雛輻 黎 1鋏鰊 鐵鰺欄
09分 野79項目(再掲除き59項目)にわたる目標
項目を設定。

○ 具体的な目標項目は局長通知で規定。

05つ の基本的な方向(案 )に対応させる形で指標の相互関係を

整理し、56項目(再掲除き54項目)にわたる目標項目の設定を
予定。

○ 実効性を持たせるため、日標項目を大臣告示に格上げ。

① 健康寿命の延伸と健康格差の縮小に関する目標

生活習慣病の発症予防と重症化予防(NCD(非感染性疾患))

の予防)に関する目標

※ がん、循環器疾患、糖尿病、COPDに区分して設定

社会生活を営むために必要な機能の維持・向上に関する目標
※ こころ、次世代、高齢者の健康に区分して設定

健康を支え、守るための社会環境の整備に関する日標

国民の健康の増進を推進するための生活習慣の改善及び社
会環境の整備 (NCDリスクの低減等)に関する目標
※ 栄養・食生活、身体活動・運動、休養、喫煙、飲酒、歯・口腔の

健康に区分して設定

栄養・食生活

身体活動・運動

休養・こころの健康づくり

たばこ

ア ル コ ー ル

歯の健康

⑦ 糖尿病

③ 循環器病

⑨ がん

C鵬 ″ 目標項 目 炉>
(1)新たな課題に対応した目標  ´                     .
(例 :日 標② 慢性閉塞性肺疾患(COPD)の知識の普及、日標③ ロコモティプシンドローム(運動器症候群)の認知度の向上 等)

(2)健康格差の縮小:社会環境の整備に関する日標
(例 :日 標④ 健康づくりを目的とした住民活動の増加、健康格差対策に取り組む自治体の増加、 日標⑤ 週労働時間60時間以上の雇用者の割合の減少等)



１
０
１

健康日本21(第 2次)が 目指すもの

健康寿命の延伸口健康格差の縮小

生活の質の向上 社会環境の質の向上

生活習慣病の

発症予防口重症化予防

健康を支え、守るための

社会環境の整備

食生活、運動、休養、喫煙、
飲酒及び歯ロロ腔の健康に

関する生活習慣及び

社会環境の改善

社会生活を営むために

必要な機能の維持日向上



成 24年 3月 19日  第 5回次期国民健康づくり運動プラン策定専門委員会資

平成 24年 3月 19日

、「国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な方針」

～健康日本 21(第 2次)～

(素案)

この方針は、二十一世紀の我が国において少子高齢化や疾病構造の変化が進む中で、生

活習慣及び社会環境の改善を通 じて、子 どもから高齢者まで全ての国民が共に支え合いなが

ら希望や生きがいを持ち、ライフステージ (平L幼児期、中年期等の人の生涯における各段階

をい う。以下同じ。)に応 じて、健やかで心豊かに生活できる活力ある社会を実現すること

ができるよう、国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基本的な事項を示 し、平成二

十五年度から平成二十四年度までの「二十一世紀における第二次国民健康づ くり運動 (健康

日本 21(第 二次))」 (以下 「国民運動」 とい う。)を推進するものである。

第一 国民の健康の増進の推進に関する基本的な方向

― 健康寿命の延伸と健康格差の縮小

我が国における高齢化の進展及び疾病構造の変化を踏まえ、生活習慣病の予防及び

社会生活を営むために必要な機能の維持・向上等により、健康寿命 (健康上の問題で

日常生活が制限されることな く生活できる期間をい う。以下同じ。)の延伸を実現する。

また、あらゆる世代の健やかな暮 らしを支える良好な社会環境を構築することによ

り、健康格差 (地域や社会経済状況の違いによる集団における健康状態の差をい う。

以下同じ。)の縮小を実現する。

二 生活習慣病の発症予防と重症化予防の徹底 (NCD(非 感染性疾患)の予防 )

がん、循環器疾患、糖尿病及びCOPD(慢 性閉塞性肺疾患をい う。以下同 じ。)

に対処するため、食生活の改善や運動習慣の定着等による一次予防 (生活習慣を改善

して健康を増進 し、生活習慣病等の発症を予防することをい う。)に重点を置いた対策

を推進するとともに、合併症の発症や症状の進展などの重症化の予防に重点を置いた

対策を推進する。なお、国際的にも、これ らの疾患は重要なNCD(非 感染性疾患を

い う。以下同じ。)と して対策が講 じられているところである。

三 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上

自立した 日常生活を営むことを目指し、若年期から高齢期まで、全てのライフステ

ージにおいて、心身機能の維持及び向上に取 り組む。

また、生活習慣病を予防し、又はその発症時期を遅 らせることができるよう、子 ど

-7-



もの頃か ら健康な生活習慣づ くりに取 り組む。 さらに、働 く世代のス トレス対策等に

より、ライフステージに応 じたこころの健康づ くりに取 り組む。

健康を支え、守るための社会環境の整備

個人の健康は、家庭、学校、地域、職場等の社会環境の影響を受けることから、国

民の健康を実現するためには、社会全体 としても健康を支え、守る環境づくりに努め

てい くことが重要である。このため、行政のみならず、広 く国民の健康増進を支援す

る民間団体等の積極的な参加協力を得るなど、国民が主体的に行 うことのできる健康

増進の取組を総合的に支援 していく環境を整備する。

また、地域や世代間の相互扶助など地域や社会の絆、職場の支援等が機能すること

により、時間的又は精神的にゆとりのある生活を確保できない者や、健康づ くりに関

心のない者なども含めて、社会全体が相互に支え合いながら、国民の健康を守る環境

を整備する。

食生活、運動、休養、喫煙、飲酒及び歯・口腔の健康に関する生活習慣及び社会環境

の改善

上記一から四までの基本的方向を実現するため、国民の健康の増進を形成する基本

要素 となる食生活、運動、休養、喫煙、飲酒及び歯・ 口腔の健康に関する生活習慣の

改善が重要である。生活習慣の改善を含めた健康増進の取組を効果的に推進するため

には、平L幼児期から高齢期までのライフステージや性差、社会経済的状況等の違しヽに

着 目し、それぞれの対象ごとの特性やニーズ、健康課題等の十分な把握を行 う。  '
その上で、その内容に応 じて、生活習慣病を発症する危険度の高い集団への働きか

けを重点的に行 うとともに、社会環境が国民の健康に影響を及ぼすことも踏まえて、

地域や職場等を通 じて国民全体への働きかけを進める。

第二 国民の健康の増進の目標に関する事項

一 日標の設定と評価

国は、国民の健康増進について全国的な日標を設定し、広 く関係者等に対 してその

日標を周知するとともに、継続的に健康指標の推移等の調査及び分析を行い、その

結果に関する情報を還元することにより、関係者をはじめ広 く国民一般の意識の向

上及び自主的な取組を支援するものとする。

健康増進の取組を効果的に推進するため、具体的な目標の設定に当たっては、健

康づ くりに関わる多 くの関係者が情報を共有 しながら、現状及び課題について共通の

認識を持つた上で、課題を選択 し、科学的根拠に基づいた実態の把握が可能な具体的

目標を設定する必要がある。

なお、具体的 目標については、おおむね 10年後を達成時期 として設定することと

四
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し、当該目標を達成するための取組を計画的に行 うものとする。

また、設定 した日標の うち、主要なものについては継続的に数値の推移等の調査及

び分析を行 うとともに、都道府県における健康状態や生活習慣の状況の差の把握に努

めるものとする。

さらに、日標設定後 5年を目途に全ての目標について中間評価を行 うとともに、目

標設定後 10年を目途に最終評価を行 うことにより、日標を達成するための諸活動の

成果 を適切に評価 し、その後の健康増進の取組に反映させていくこととする。

二 健康の増進を推進するための目標設定の考え方

健康寿命の延伸及び健康格差の縮小の実現に向けて、生活習慣病の発症予防や重症化

予防を図るとともに、社会生活を営むために必要な機能の維持・向上を目指 し、これ ら

の目標達成のために、生活習慣の改善及び社会環境の整備に取 り組むことを目標 とする。

1 健康寿命の延伸と健康格差の縮小

健康寿命の延伸及び健康格差の縮小は、生活習慣の改善や社会環境の整備によって

我が国全体として実現されるべき最終的な目標である。具体的な目標は、日常生活に

制限のない期間の平均、自分が健康であると自覚 している期間の平均の指標を基にし

て設定する。また、日標達成に向けて、国は、生活習慣病対策の総合的な推進を図る

ほか、医療や介護など様々な分野における支援などの取組を進める。

ヤ 主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防

我が国の主要な死亡原因であるがんと循環器疾患に加え、患者数が増加傾向にあり、

かつ、重大な合併症を引き起こすおそれのある糖尿病や、死亡原因として急速に増加

す ると予測されるCOPDへ の対策は、国民の健康寿命の延伸を図る上で重要な課題

である。

目標は、それぞれ次のとお り設定する。がんは、予防、診断、治療等を総合的に推

進す る観点から、年齢調整死亡率の減少 とともに、特に早期発見を促すためにがん検

診の受診率の向上を目標 とする。

循環器疾患は、月当血管及び虚血性心疾患の発症の危険因子 となる高血圧の改善及び

脂質異常症の減少 と、これらの疾患による死亡率の減少を目標 とする。

糖尿病は、発症予防により有病者数の増加の抑制を図るとともに、重症化を予防す

るために、血糖値の適正な管理や、治療中断者の減少、合併症の減少を目標 とする。

COPDは 、喫煙が最大の発症要因であり、禁煙により予防可能であるとともに、

早期発見が重要であることから、これ らについての国民の理解を深めることを目標 と

する。

また、日標達成に向けて、国は、これ らの疾患の発症の予防として、適切な食事、

適度な運動、禁煙など健康な生活習慣の実践に向けた行動変容の促進や社会環境の整
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備のほか、医療連携体制の推進、特定健康診査・特定保健指導の実施などに取 り組む。

3 社会生活を営むために必要な機能の維持及び向上

少子高齢化が進む中で、健康寿命の延伸を実現するには、生活習慣病の予防 ととも

に、社会生活を営むための機能を高齢になっても可能な限 り維持 していくことが重要

である。

社会生活を営むために必要な機能を維持するために、身体の健康 と共に重要なのが t

こころの健康である。その健全な維持は、個々人の生活の質を大きく左右するもので

あり、自殺など社会的損失も大きいことから、すべての世代の健やかな心を支える社

会づ くりを目指 し、目標は、自殺者の減少、重い抑 うつや不安の低減、職場の支援環

境の充実、子 どもの心身の問題への対応の充実について設定する。

さらに、将来を担 う次世代の健康を支えるため、妊婦や子 どもの健康づくりが重要

である。そのため、日標は、子 どもの頃からの健全な生活習慣の獲得 と、将来の生活

習慣病の関連が指摘 されている低出生体重児の減少について設定する。

,ま た、高齢化に伴 う機能の低下を遅 らせるためには、高齢者の健康に焦点を当てた

取組を強化する必要がある。 日標は、要介護状態、認知機能低下及びロコモティブシ

ン ドローム (運動器症候群)の予防とともに、良好な栄養状態の維持、身体活動の増

進、就業など社会参加の促進などについて設定する。

日標達成に向けて、国は、メンタルヘルス対策の充実や親子の健やかな健康づ くり

に向けた取組、介護予防・支援などの取組を進める。

4 健康を支え、守るための社会環境の整備

健康を支え、守るための社会環境が整備 されるためには、国民一人一人はもとより、

企業、民間団体等の多様な主体が自発的に健康づ くりに取 り組むことが重要である。

日標は、居住地域での助け合いといつた地域のつなが りの強化 とともに、健康づ くり

を目的とした活動に主体的に関わる国民、健康づ くりに関する活動に取 り組み、自発

的に情報発信を行 う企業及び身近で気軽に専門的な支援及び相談が受けられる民間
ヽ

団体の活動拠点の増加について設定するとともに、健康格差の縮小に向け、地域で課

題 となる健康格差の実態を把握 し、対策に取 り組む自治体の増加について設定する。

日標達成に向けて、国は、健康づくりに自発的に取 り組む企業、団体等の動機づけ

を促すため、当該企業、団体等の活動に関する情報提供やそれ らの活動の評価等に取

り組む。

5 食生活、運動、休養、喫煙、飲酒、歯・口腔の健康に関する生活習慣及び社会環境

の改善

(1)栄養 口食生活

栄養・食生活は、生活習慣病の予防のほか、社会生活機能の維持・向上及び生活
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の質の向上の観点から重要である。 日標は、次世代の健康や高齢者の健康に関する

日標を含め、各ライフステージの重点課題 となる適正体重の維持や適切な食事等に

関するものに加え、社会環境の整備を促すため、食品中の食塩含有量等の低減、特

定給食施設での栄養・食事管理について設定する。

日標達成に向けて、国は、健康な食生活や栄養に関する基準及び指針の策定、食

育の推進、専門的技能を有する人材の養成、企業や民間団体 との協働による体制整

備等に取 り組む。

(2)身体活動・運動

身体活動・運動は、生活習慣病の予防のほか、社会生活機能の維持・向上の観′点

か ら重要である。 日標は、次世代の健康や高齢者の健康に関する日標を含め、運動

習慣の定着や身体活動量の増加に関する日標 とともに、運動 しやすい環境整備にう

いて設定する。

目標達成に向けて、国は、健康づ くりのための運動基準・指針の見直 し等に取 り

組む。

(3)休養

休養は、生活の質を大きく左右する重要な要素であり、日常的に量的にも質的に

も十分な睡眠をとり、余暇などで体やこころを養 うことは、心身の健康の観′点から

重要である。 目標は、十分な睡眠の確保及び週労働時間六十時間以上の雇用者の割

合の減少について設定する。

日標達成に向けて、国は、健康づ くりのための睡眠指針の見直し等に取 り組む。

(4)喫煙

喫煙は、がんや循環器疾患、糖尿病、COPDと いったNCDの 予防可能な最大

の危険因子であるほか、低出生体重児の増加の一つの要因であるとされている。ま

た、受動喫煙も様々な疾病の原因 となるなど、喫煙による健康被害を回避すること

が重要である。 日標は、成人の喫煙、未成年者の喫煙、妊娠中の喫煙及び受動喫煙

の割合の低下について設定する。

日標達成に向けて、国は、受動喫煙防止対策、禁煙希望者に対する禁煙支援、未

成年の喫煙防止対策、たばこの健康影響や禁煙についての教育、普及啓発等に取 り

組む。

(5)飲酒

アルコールの有害な使用は、生活習慣病を始めとする様々な身体疾患や うつ病、

自殺などの健康障害のリスク要因となつているのみならず、未成年者飲酒や飲酒運

転事故等の社会的な問題をも引き起こす。従つて目標は、生活習慣病の発症 リスク

を高める量を飲酒 している者の減少、未成年者及び妊娠中の飲酒の防止に加えて、
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他者の飲酒が原因で困つた経験のない者の増加について設定する。

日標達成に向けて、国は、有害な飲酒に関する知識の普及啓発や未成年者の飲酒

防止対策等に取 り組む。

(6)歯 ロロ腔の健康

歯・口腔の健康は摂食 と構音を良好に保つために重要であり、生活の質の向上に

も大きく寄与する。 日標は、健全な口腔機能を生涯にわたり維持することができる

よう、疾病予防の観点から、歯周病予防及び う蝕予防に着 目するとともに、歯の喪

失防止にカロえ、口腔機能の維持・向上について設定する。その際、ライフステージ

に応 じ、 う蝕有病状況の地域差が明確に認められるう蝕予防については、地域格差

の縮小に関する日標を設定する。

日標達成に向けて、国は、歯科口腔保健に関する知識等の普及啓発や 「8020
(ハチマルニイマル)運動」の更なる推進等に取 り組む。

三 健康の増進を推進するための目標

第二の一及び二を踏まえ、国が国民の健康増進について設定する全国的な目標は、

別表に掲げる項 目ごとに定める目標値等 とし、国はこの目標に基づき、国民運動に取

り組むものとする。

第三 都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画の策定に関する基本的な事項

― 健康増進計画の目標の設定と評価

都道府県健康増進計画及び市町村健康増進計画 (以下 「健康増進計画」 とい う。)

の策定に当たつては、地方公共団体は、人口動態、医療 0介護に関する統計、特定健

診データ等の地域住民の健康に関する各種指標を活用 しつつ、地域の社会資源等の実

情を踏まえ、独自に重要な課題を選択 し、その到達すべき日標を設定し、定期的に評

価及び改定を実施すべきである。

特に、都道府県においては、国が設定した全国的な健康増進の目標を勘案 しつつ、

その代表的なものについて、地域の実情を踏まえた住民に分か りやすい日標 を提示す

るとともに、市町村における健康状態や生活習慣の状況の差の把握に努めるものとす

る。

また、市町村においては、国や都道府県が設定 した日標を勘案 しつつ、具体的な各

種の施策、事業、基盤整備等に関する目標に重点を置いて設定することも考えられる。

二 計画策定の留意事項

健康増進計画の策定に当たつては、次の事項に留意する必要がある。

1 都道府県は、市町村、医療保険者、学校保健関係者、産業保健関係者等の一体的な

取組を推進する観点から、健康増進計画の策定及びこれらの関係者の連携の強化に
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ついて中心的な役割を果たすこと。このため、都道府県は、都道府県単位で健康増

進事業実施者、医療機関その他の関係機関等から構成される地域・職域連携推進協

議会等を設置・活用し、関係者の役割分担の明確化や連携促進のための方策につい

て協議を行い、健康増進計画に反映させること。

なお、都道府県が地域・職域連携推進協議会等を設置 L活用するに当たっては、

必要に応じて都道府県労働局に参加を要請するなど、連携を図ること。

1 都道府県健康増進計画の策定に当たっては、都道府県が策定する医療法 (昭和2

3年法律第 205号)に規定する医療計画、高齢者の医療の確保に関する法律 (昭

和 57年法律第 80号)に規定する都道府県医療費適正化計画、介護保険法 (平成

9年法律第 123号)に規定する都道府県介護保険事業支援計画、がん対策基本法

(平成 18年法律第98号)に規定する都道府県がん対策推進計画等の都道府県健

康増進計画と関連する計画及び都道府県が定める歯科口1空保健の推進に関する法律

(平成 23年法律第95号)に規定する基本的事項との調和に配慮すること。

また、都道府県は、市町村健康増進計画の策定支援を行うとともに、必要に応じ、

市町村ごとの分析を行い、地域間の健康格差の是正に向けた目標を設定するよう努

めること。

3 保健所は、地域保健の広域的、専門的かつ技術的拠点として、健康格差の縮小を図

ること等を目的とした健康情報を収集分析し、提供するとともに、地域の実情に応

じ、市町村における計画策定の支援を行 うこと。

1 市町村は、市町村健康増進計画を策定するに当たっては、都道府県や保健所と連携

しつつ、事業の効率的な実施を図る観点から、医療保険者として策定する高齢者の

医療の確保に関する法律に規定する特定健康診査等実施計画と市町村健康増進計画

を一体的に策定するなど、医療保険者として実施する保健事業と事業実施者として

行う健康増進事業との連携を図るとともに、市町村が策定する介護保険法に規定す

る市町村介護保険事業計画等の市町村健康増進計画と関連する計画との調和を図る

よう留意すること。

また、市町村は、健康増進法に基づき実施する健康増進事業について、市町村健

康増進計画において位置付けるよう留意すること。

5 都道府県及び市町村は、国の目標設定期間を勘案しつつ、一定の期間ごとに計画

の評価及び改定を行い、継続的な取組に結びつけること。評価に当たっては、都道

府県又は市町村自らによる取組だけでなく、管内の医療保険者、学校保健関係者、

産業保健関係者等における取組の進捗状況や日標の達成状況について評価し、その

後の取組等に反映するよう留意すること。

6 都道府県及び市町村は、健康増進のための日標の設定や、日標を達成するまでの
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過程及び目標の評価において、住民が主体的に参加し、その意見を積極的に反映で

きるよう留意すること。

第四 国民健康・栄養調査その他の健康の増進に関する調査及び研究に関する基本的な事項

― 健康増進に関する施策を実施する際の調査の活用

国は、国民の健康の増進を推進するための目標等を評価するため、効率的に国民健

康・栄養調査等の企画を行い、実施する。この際、生活習慣の改善のほか、社会環境

の改善に関する調査研究についても併せて推進していく。

国、地方公共団体、独立行政法人等においては、国民健康 0栄養調査や都道府県健

康・栄養調査、国民生活基礎調査、健康診査、保健指導、地域がん登録事業等の結果、

疾病等に関する各種統計、診療報酬明細書 (レセプト)の情報その他の収集した情報等

を基に、現状分析を行うとともに、健康増進に関する施策の評価を行う。この際、個

人情報について適正な取扱いの厳格な実施を確保することが必要であることを認識し、

個人情報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 57号 )、 行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 58号 )、 独立行政法人等の保有する個人情

報の保護に関する法律 (平成 15年法律第 59号 )、 統計法 (平成 19年法律第53号 )、

地方公共団体において個人情報の保護に関する法律の趣旨を踏まえて制定される条例

等を遵守するほか、各種調査の結果等を十分活用するなどにより、科学的な根拠に基

づいた健康増進に関する施策を効率的に実施していくことが重要である。

また、こうした調査等により得られた情報については、積極的な公表に努める。

さらに、国、地方公共団体は、 ICT(情 報通信技術をいう。以下同じ。)を活用し

て、健診結果等の健康情報を個人が活用するとともに、全国規模で健康情報を収集 0

分析し、効果的な生活習ll■病対策を実施することができる仕組みを構築するよう努め

る。

二 健康の増進に関する研究の推進

国、地方公共団体、独立行政法人等においては、国民の社会環境や生活習慣と生活

習慣病との関連等に関する研究を推進し、研究結果に関して的確かつ十分な情報の提

供を行 うことにより、効果的な健康増進の支援を行つていくことが必要である。

第二 健康増進事業実施竜FEl[二 おける連整及び協力に関立る基本飽な事項

各保健事業者は、質の高い保健サービスを効果的かつ継続的に提供するため、特定健

診・特定保健指導、がん検診、労働者を対象とした健康診断等の徹底を図るとともに、

転居、転職、退職等にも適切に対応し得るよう、保健事業の実施に当たつて、既存の組
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織の有効活用のほか、地域 0職域連携推進協議会等が中心となり、共同事業の実施等保

健事業者相互の連携の促進を図ることが必要である。

具体的には、がん検診や特定健診など各種検診の実施主体間で、個人の健康情報の共有

を図るなど、健康に関する対策を効率的かつ効果的に実施することが考えられる。さら

に、がん検診や特定健診等の健康診査を同時に実施することにより、受診者の利便性を

向上させることや、受診率の目標達成に向けて、各種の検診実施事業者の参力日による受

診率の向上に関するキャンペーンを実施するなどの工夫を行 うことが考えられる。

なお、健康診査の実施等に係 る健康増進事業実施者間の連携については、これ らによる

ほか、健康増進法に基づ く健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針

の定めるところによる。

第六 食生活、運動、休養、飲酒、喫煙、歯の健塵の保持その他の生活習慣に関する正しい

知識の普及に関する事項

二 基本的な考え方

健康増進は、最終的には、国民一人一人の意識 と行動の変容にかかっていることか

ら、国民の主体的な健康増進の取組を支援するためには、国民に対する十分かつ的確

な情報提供が必要である。このため、生活習慣 に関して、科学的知見に基づき、分か

りやすく、取組に結び付きやすい魅力的、効果的かつ効率的なものとなるような情報

提供を行 うよう工夫する。その際、家庭、保育所、学校、職場、地域等の社会環境が

生活習慣に及ぼす影響の重要性についても認識を高めることができるような情報提供

となるよう工夫する。

生活習慣に関する情報の提供に当たつては、マスメディアや IcTの ほか、健康増

進に関するボランティア団体や、産業界、学校教育、保健事業における健康相談等多

様な経路を活用するとともに、対象集団の特性 に応 じた効果的な働きかけを、複数の

方法を組み合わせて行つていくことが重要である。なお、情報提供に当たつては、誤

つた情報や著 しく偏った不適切な情報が提供 されることがないよう留意する。

また、国、地方公共団体等は、生活習慣の各分野に関し、指針の策定、普及等に取

り組む必要がある。

二 健康増進普及月間等

国民運動の一層の推進を図るため、九月を健康増進普及月間とし、国、地方公共団

体、企業、民間団体等が行 う様々なイベン トや広報活動などの普及啓発活動等を通 じ、

国民一人一人の自覚を高めるほか、社会全体で健康づくりを支え合 う環境を醸成する

ための健康増進の取組を一層促進することとする。

また、こうした取組が一層効果的となるよう、併せて、食生活改善普及運動を九月に
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実施する。

健康増進普及月間及び食生活改善普及運動 (以下「健康増進普及月間等」という。)

の実施に当たつては、実施主体は、地域の実情に応じた課題を設定し、健康に関心の

薄い者も含めてより多くの住民が参加できるように工夫するよう努めることが必要で

ある。また、各地における地域的な活動のほか、国、地方公共団体、企業、民間団体

等が相互に協力して、全国規模の中核的なイベント等を実施することにより、健康増

進普及月間等の重点的かつ効果的な実施を図ることとする。

第七 その他国民の健康の増進の推進に関する重要事項

― 地域の健康課題を解決するための効果的な推進体制

健康増進に関係する機関及び団体等がそれぞれ果たすべき役割を認識するとともに、

地域の健康課題を解決するため、市町村保健センター、保健所、医療保険者、医療機

関、薬局、地域包括支援センター、教育関係機関、マスメディア、企業、ボランティ

ア団体等から構成される中核的な推進組織が、市町村保健センター、保健所を中心と

して、各健康増進計画に即して、当該計画の目標を達成するための行動計画を設定し、

各機関及び団体等の取組をそれぞれ補完し合うなど職種間で連携を図ることにより、

効果的な取組が図られることが望ましい。

また、国は、地方公共団体が健康増進計画の策定等を行う際に、各種統計資料等の

データベースの作成や分析手法の提示等の技術的援助を行い、′都道府県も市町村に対

し同様の技術的援助を行うことが必要である。

二 多様な主体による自発的取組や連携の推進

運動や休養に関連する健康増進サービス関連企業、健康機器製造関連企業、食品関

連企業を始めとして、健康づくりに関する活動に取り組む企業、NGO、 NPO等の

団体は、国民一人一人の健康増進に向けた取組を一層推進させるための自発的取組を

行 うとともに、その取組について国民に情報発信を行うことが必要である。また、国、

地方公共団体等は、そうした取組の中で、優れた取組を行う企業等を評価するととも

に、当該取組が国民に広く知られるよう、積極的に当該取組の広報を行うなど、健康

づくりのための社会環境の整備に取り組む企業等が増加するような動機付けを与える

ことが必要である。

さらに、健康増進の取組を進めるに当たっては、健康づくり対策、食育、母子保健、

精神保健、介護予防及び就業上の配慮や保健指導などを含む産業保健の各分野におけ

る対策並びに医療保険の保険者が実施する対策を含めた厚生労働行政分野における健

康増進に関する対策のみならず、学校保健対策、ウォーキングロー ド (遊歩道等の人

の歩行の用に供する道をいう。)の整備などの対策、森林等の豊かな自然環境の利用促
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進対策、総合型地域スポーツクラブの活用などの生涯スポーツ分野における対策、健

康関連産業の育成等、関係行政分野、関係行政機関等が十分に連携をとつていく必要

がある。

三 健康増進を担う人材

地方公共団体においては、医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准

看護師、管理栄養士、栄養士、歯科衛生士その他の職員が、栄養・食生活、身体活動・

運動、休養・こころの健康づくり、喫煙、飲酒、歯・口腔の健康等の生活習慣全般に

ついての保健指導及び住民からの相談を担当する。

国及び地方公共団体は、健康増進に関する施策を推進するための保健師、管理栄養

士等の確保及び資質の向上(健康運動指導士等健康づくりのための運動指導者や健康

スポーツ医との連携、食年活改善推進員、運動普及推進員、禁煙普及員等のボランテ

ィア組織や健康づくりのための自助グループの支援体制の構築等に努める。

このため、これらの人材について、国において総合的な企画及び調整の能力の養成

並びに指導者としての資質の向上に重点を置いた研修の充実を図るとともに、都道府

県において市町村、医療保険者、地域の医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、

栄養士会等の関係団体等と連携し、地方公共団体の職員だけでなく、地域・職域にお

ける健康増進に関する施策に携わる専門職等に対し、最新の科学的知見に基づく研修

の充実を図ることが必要である。

また、地域保健担当者、学校保健担当者等は、国民の健康増進のために相互に連携

を図るよう努める。
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男ll壕長

※ 表中の「目標」は、個別に達成年限が記載 されているものを除き、平成三十四年度ま

での達成を目指す 日標である。

1 健康寿命の延伸 と健康格差の縮小の実現に関する目標

項 目 現状 目標

①健康寿命の延伸

ア 日常生活に制限のない期間の

平均

男性  70。 42年

女性 73.62年

(平成 22年 )

平均寿命の増加分を上

回る健康寿命であるこ

と

イ 自分が健康であると自覚 して

いる期間の平均

男性 69.90年

女性 73.31年

(平成 22年 )

②健康格差の縮小

ア 日常生活に制限のない期間の

平均の都道府県格差

男性 3.58年

女性 3.13年

(平成 19年 )

都道府県格差を縮小す

ること

イ 自分が健康であると自覚 して

いる期間の平均の都道府県格差

男性 3.88年

女性 3.54年

(平成 19年 )

(注)上記②の目標を実現するに当たつては、健康寿命の最も長い都道府県の数値を目

標として、各県において健康寿命の延伸を図るよう取り組むものであるg

主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防に関する目標

(1) がん

項 目 現 状 目標

①75歳未満のがんの年齢調整死亡

率の減少 (10万人当たり)

84.3

(平成 22年 )

73.9

(平成 27年 )

②がん検診の受診率の向上 胃がん 男性 34。 3%

女性 26.3%

月市がん 男性 24.9%

女性 21.2%

大月易がん 男性 27.4%

女性 22.6%

子宮がん 女性 32.0%

50%

(胃 、肺、大腸は当面 40%)

(平成 28年度 )

-18-
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乳がん 女性 31.4%

(平成 22年度)

(2)循環器疾患

項 目 現状 目標

①脳血管疾患・虚血性心疾患の年齢調整死

亡率の減少 (10万人当たり)｀

脳血管疾患

男性 49.5

女性 26.9

虚血性心疾患

男性 36.9

女性 15.3

(平成 22年 )

脳血管疾患

男性 37.7

女性 23.1

虚血性心疾患

男性 28.9

女性 12.8

②高血圧の改善 (最高血圧の平均値の低

下)

男`性 138nttHg

女性 133mttg

(平成 20年 )

男性 134m耐g

女性 129mttg

③脂質異常症の減少 (総 コレステロール

240mg/dl以上の割合)

16.4%

(平成 20年 )

12°/0

④メタボ予備群・メタボ該当者の減少 1,400万人

(平成 20年 )

平成 20年度 と比べ

て 25%減少

(平成 27年度 )

⑤特定健診 0特定保健指導の実施率の向上 特定健康診査の実施

率 41.3%

特定保健指導の終了

率 12.3%

(平成 21年 )

平成 25年度から開

始する第二期医療

費適正化計画に合

わせて設定

(3)糖尿病

項 目 現状 目標

①合併症 (糖尿病性腎症による年間新規透

析導入患者数)の減少

16,271人

(平成 22年 )

減少傾向へ

②治療継続者の割合の増加 53.5%

(平成 21年)

75%

③血糖コントロール指標におけるコント

ロール不良者の割合の減少 (HbAl cが

8.0%以上の者の割合の減少)

今後把握予定 現状を踏まえ設定

④糖尿病有病者の増加の抑制 890万人 1000万人

13
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(平成 19年 )

⑤メタボ予備群・メタボ該当者の減少 (再

掲)

1,400万人

(平成 20年 )

平成 20年度 と比ベ

て 25%減少

(平成 27年度)

⑥特定健診・特定保健指導の実施率の向上

(再掲)

特定健康診査の実施

率 41.3%

特定保健指導の終了

率 12.3%

(平成 21年 )

平成25年度から開

始する第二期医療

費適正化計画に合

わせて設定

(4)COPD

項 目 現状 目標

①COPDの知識の普及 今後把握予定 現状を踏まえ設定

社会生活を営むために必要な機能の維持・向上に関する目標

(1) こころの健康

項 目 現 状 目標

①自殺者数の減少 (人 口10万人当たり) 23.4

(平成 22年 )

自殺総合対策大綱

の見直しの状況を

踏まえて設定

②気分障害・不安障害に相当する心理的苦

痛を感じている者の割合の減少

10.4%

(平成 22年 )

9.4%

③メンタルヘルスに関する措置を受けら

れる職場の割合の増加

33.6%

(平成 19年 )

100°/o

(平成 32年 )

④小児人口10万人当たりの小児科医・児

童精神科医師の割合の増加

小児科医 :94.4

(平成 22年 )

児童精神科医 :10.6

(平成 21年 )

増加傾向ヘ

(2)次世代の健康

項 目 現状 目標

①健康な生活習慣 (栄養・食生活、運動)

を有する子どもの割合の増加

ア 朝 0昼・夕の三食を必ず食べることに

気をつけて食事をしている子どもの割合

84.5%

(平成 17年度)

100%に近づける

…20-
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の増カロ

イ 運動やスポーツを習慣的にしている

子どもの割合の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

②全出生数中の極低出生体重児 0低出生体

重児の割合の減少

極低出生体重児

0.8%

低出生体重児

9.6%

(平成 22年 )

減少傾向ヘ

(平成 26年 )

(3)高齢者の健康

項 目 現状 目標

①要介護状態の高齢者の割合の減少 16.8%

(平成 21年 )

自然増により見込

まれる割合 (19%)

から2%減少

(平成 32年 )

②認知機能低下ハイリスク高齢者の発見

率の向上

0.9%

(平成 21年 )

10%

③ロコモティブシンドローム (運動器症候

群)を認知している国民の割合の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

④低栄養傾向の高齢者の割合の減少 (低栄

養傾向 (BM120以 下又は血清アルブミン

4.Og/dl以下)の高齢者の割合の減少)

BM120以 下の者の

割合

17.1%

血清アルブミン

4.Og/dL以 下の者の

割合 15.2%

(平成 21年 )

BM120以 下の者の

割合 17%
血清アルブミン

4.Og/dL以下の者

の割合 15%

⑤足腰に痛みのある高齢者の割合の減少

(千人当たり)

男性 265人

女性 371人

(平成 22年 )

男性 200人

女性 300人

⑥就業又は何らかの地域活動をしている

高齢者の割合の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

4 健康を支え、守るための社会環境の整備に関する日標

項 目 現状 目標

①地域のつながりの強化 (居住地域でお互 平成 23年国民健 平成 23年国民健
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いに助け合つていると思 う国民の割合の

増加 )

康・栄養調査で把握 康・栄養調査結果

を踏まえて設定

②健康づくりを目的とした活動に主体的

に関わつている国民の割合の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

③健康づくりに関する活動に取り組み、自

発的に情報発信を行う企業数の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

④健康づくりに関して身近で気軽に専門

的な支援・相談が受けられる民間団体の活

動拠′点数の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

⑤健康格差対策に取り組む自治体の増加

(課題となる健康格差の実態を把握し、健

康づくりが不利な集団への対策を実施し

ている都道府県の数)

今後把握予定 現状を踏まえ設定

食生活、運動、休養、喫煙、飲酒及び歯・口腔の健康に関する生活習慣及び社会環境

の改善に関する目標

(1)栄養 口食生活

項 目 現状 目標

①適正体重を維持している人の増加

(肥満、やせの減少)

20～ 60歳代男性の月巴

満者の割合 31.7%
40～60歳代女性の肥

満者の割合 21.8%

20歳代女性のやせの

者の割合 22.3%

(平成 21年 )

20～60歳代男性の月巴

満者の割合 28%
40～ 60歳代女性の月巴

満者の害1合 19%

20歳代女性のやせの

者の害1合 20%

②適切な量と質の食事をとる人の増

カロ

ア 主食・主菜 。副菜を組み合わせ

た食事が 1日 2回以上の日がほぼ毎

日の者の割合

70.3%

(平成 22年 )

800/0

イ 食塩摂取量の減少 10。 7g

(平成 21年 )

8g

ウ 野菜 と果物の摂取量の増カロ 野菜摂取量の平均値

295g

野菜摂取量の平均値

350g

-22-
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果物摂取量 100g未満

の者の割合 59.0%

(平成 21年 )

果物摂取量 100g未満

の者の割合 30%

③食事を 1人で食べる子どもの割合

の減少

朝食 小学生 14.8%

中学生 33.8%

夕食 小学生 2.2%

中学生 6.9%

(平成 17年度)

減少傾向ヘ

④食品中の食塩や脂肪の低減に取り

組む食品企業の数及び飲食店の数の

増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

⑤利用者に応じた食事の計画、調理

及び栄養の評価、改善を実施してい

る特定給食施設の割合の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

(2)身体活動・運動

項 目 現状 目標

①日常生活における歩数の増加 男性 7,136歩

女性 6,117歩

(平成 22年 )

男性 8,500歩

女性 8,000歩

②運動習慣者の割合の増加 20～50歳代男性

24.4%

20～ 50歳代女性

20。 3%
60歳以上男性

43.8%

60歳以上女性

37.0%

(平成 22年 )

20～ 50歳代男性

35%

20～ 50歳代女性

30%

60歳以上男性

55%

60歳以上女性

45%

③住民が運動しやすいまちづく

り。環境整備に取り組む自治体数

の増加

今後把握予定 現状を踏まえ設定

(3)体養

項 目 現状 目標

①睡眠による休養を十分とれてい 18.6% 150/0

17
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ない者の減少 (平成 21年 )

②週労働時間60時間以上の雇用

者の割合の減少

9.3%

(平成 23年 )

5.0%

(平成 32年 )

(4)喫煙

項 目 現 状 目標

①成人の喫煙率の低下 (喫煙をや

めたい人がやめる)

19.5%

(平成 22年 )

12%

②未成年者の喫煙をなくす 中学 1年生

男子 1.6%

女子 0.9%

高校 3年生

男子 8.6%

女子 3.8%

(平成 22年 )

0%

③妊娠中の喫煙をなくす 5.0%

(平成 22年 )

0%

(平成 26年 )

④受動喫煙 (家庭・職場・飲食店・

行政機関・医療機関)の機会を有

する者の割合の低下

行政機関 16.9%

医療機関 13.3%

(平成 20年 )

職場 64%
(平成 23年 )

家庭 10.7%

飲食店 50.1%

(平成 22年 )

行政機関 0%
医療機関 0%
(平成 34年度 )

職場 受動喫煙の無い

職場の実現

(平成 32年 )

家庭 3%
飲食店 15%
(平成 34年度 )

(5)飲酒

項 目 現状 目標

①生活習1慣病のリスクを高める量を

飲酒している者 (一 日当たりの純アル

コール摂取量が男性40g以上、女性 20g

以上の者)の割合の低減

男性  16.4%

女性 7.4%

(平成 22年 )

男性 14.0%

女性 6.3%

②未成年者の飲酒をなくす 中学 3年生

男子  10。 5%

女子 11.7%

0%

-24-
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高校 3年生

男子 21.7%

女子 19,9%

(平成 22年 )

③妊娠中の飲酒をなくす 8.7%

(平成 22年 )

0%

(平成 26年 )

④他者の飲酒が原因で困つた経験の

ない人の割合の増加

男性  73.3%

女性 76.6%

(平成 20年 )

100%に近づける

(6)歯 口口腔の健康

項 目 現状 目標

①口腔機能の維持・向上 (60歳代にお

ける咀唱良好者の増カロ)

73.4%

(平成 21年 )

80%

②歯の喪失防止

ア 80歳で 20歯以上の自分の歯を有

する者の増加

25.0%

(平成 17年 )

500/0

イ 60歳で24歯以上の自分の歯を有

する者の増加

60.2%

(平成 17年 )

70%

ウ 40歳で喪失歯のない者の増カロ 54.1%

(平成 17年 )

75%

③歯周病を有する者の割合の減少

ア 20歳代における歯肉に炎症所見

を有する者の割合の減少

31.7%

(平成 21年 )

25%

イ 40歳代における進行 した歯周炎

を有する者の割合の減少

37.3%

(平成 17年 )

25%

ウ 60歳代における進行 した歯周炎

を有する者の割合の減少

54.7%

(平成 17年 )

45%

④乳幼児・学齢期のう蝕のない者の増

カロ

ア 3歳児でう蝕がない者の割合が

80%以上である都道府県の増加

12.8%

(平成 21年 )

50%

イ 12歳児の一人平均 う歯数が 1.0歯

未満である都道府県の増加

12.8%

(平成 22年 )

80%

⑤過去 1年間に歯科検診を受診した者 34。 1% 65%

19
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平成 24年度の厚生労働省の計画等の主な予定

平成24年 4月 12日
厚生労働部門会議資料
厚生労働省大臣官房総務課

件名 主な内容・議論の場所 時期 性格、

位置付け

周期 パ ブコメ

の有無等

がん対策推進基本計画 がん対策基本法に基づき、がん対策の基本方針、重点的に

取り組むべき課題、日標などを定めるもの。

3月 1日 にがん対策推進協議会に諮問・答申。

1月 18日、3月 1日 に、部門会議に報告。閣議決定前に

再度部門会議で取り上げることとされている。

5～ 6月 閣議決定 5年毎 有 (3/2
～4/1に
実施)

健康日本21(第 2次 ) 健康増進法に基づき、平成 25年度以降の新たな国民健康

づくり運動の基本的な方向や目標を定めるもの。

厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会やその下に設置

された次期国民健康づくり運動プラン策定専門委員会で議

論中。

5月 末頃に審

議会に諮問・

答申予定

6月 末に告示

予定

大臣告示 10年 毎

(今回は

12 年 ぶ

りの見直

し)

有 (4月 中

旬 ～ 5月

中旬予定)

歯科口腔保健の推進に

関する基本的事項

歯科口腔保健の推進に関する法律(平成 23年法律第 95号 )

に基づき策定。地域保健健康増進栄養部会で議論。

6月 大臣告示 新規 有 (5月 頃

予定)

厚生年金基金等の資産

運用 ・財政運営のあり

方の検討

厚生年金基金等の企業年金について、厚生労働大臣の下に

設置された「厚生年金基金等の資産運用・財政運営に関す

る有識者会議」で、資産運用規制と財政運営の両面からこ

れまでの施策を検証し、今後のあり方について議論を行う。

6月 をメドに

一定の取 りま

とめ

制度見直

しに向け

た検討

有 (時期未

定)

牛レバーの生食の取扱 今後、食品安全委員会の答申や、薬事・食品衛生審議会で

の科学的な議論を踏まえて規格基準を設定。

夏頃

(6～ 7月 頃)

大臣告示 有 (4月 下

旬予定)

地域保健対策の推進に

関する基本的な指針

地域保健法に基づき、地域保健対策の基本的な方向などを

定めるもの。

市町村合併の進展や健康危機管理事案など近年の地域保健

を取り巻く状況の変化に対応した今後の地域保健対策の在

7月末までに

改正予定

大臣告示 不定期 有 (5月 ～

6月 頃 予

定 )

1



件名 主な内容・議論の場所 時期 性格、

位置付け

周期 パ ブコメ

の有無等

り方について取りまとめた地域保健対策検討会報告書 (3

月27日 )を踏まえた見直しを行う。

精神医療改革の方向性 質の高い精神科医療の実現、地域で精神障害者を支える体

制の整備、精神科入院医療の見直し等について、「新たな地

域精神保健医療体制の構築に向けた検討チーム」等の議論

を踏まえ改革の方向性 (中間案)をまとめる。

7月 を予定 法改正の

前提にな

る検討

無

雇用政策研究会 新 しい人口推計にもとづく労働力需給推計を行うととも

に、産業、社会構造が変化する中での雇用政策の課題 (日

本の成長を担う産業育成と一体となつた雇用政策、若年者

対策、地域雇用対策)を とりまとめる。

夏頃 (予定) 研究会の

報告

必要に応

じて数年

に一度開

催

無

労働安全衛生法施行令

等の見直し

安衛法 (継続審議中)改正に伴う政省令の変更 (電動ファ

ン付き呼吸用保護具の型式検定関係、メンタルチェックの

実施方法等)。

安衛法成立後 政令

省令

(時期未有

定

高年齢者等職業安定対

策基本方針

高齢法改正に伴う基本方針の変更 (予定)。 労働政策審議会

職業安定分科会雇用対策基本問題部会で議論。

法案成立後速

やかに

大臣告示 無

厚生労働白書 平成23年度の厚生労働行政の年次報告。 未定

(7月 以降)

閣議配布 毎年 無

医療等分野の個人情報

保護の個別法の検討

「社会保障・税番号制度」の検討を踏まえ、医療等分野の

個人情報について、プライバシー保護を図るとともに必要

な利活用が適切に行えるようにするための法制について検

討する。厚生労働省に設置する有識者会議で議論。

夏頃 (予定) 法整備の

前提 とな

る検討

有 (時期未

定)

障害者雇用促進制度の

見直し

「障害者制度改革の推進のための基本的な方向について

(平成 22年 6月 閣議決定)」 を踏まえた労働・雇用分野で

夏頃 (予定) 研究会の

報告

缶
小

2



件名 主な内容・議論の場所 時期 性格、

位置付け

周期 パ ブ コ メ

の有無等

の検討状況を報告。夏以降、労働政策審議会で見直しの方

向性を検討 (随時、検討状況を報告)。

生活支援戦略 (仮称) 生活困窮者対策と生活保護制度の見直しについて総合的に

取り組むため策定。今後検討会を設置して議論。

秋 頃 未定 無

生活保護基準の検証・

見直し

生活保護基準について、一般低所得世帯の消費実態との比

較検証を行う。生活保護基準部会で議論。

年末まで 大臣告示 5年毎 無

BSE対策 現在、食品安全委員会で評価中であり、評価結果の答申を

受けた後、 リスク管理措置の見直しについて検討。

未定 省令 ・告

不

未定

今後のパー トタイム労

働対策の在り方

平成 19年のパー トタイム労働法改正法附則Iの見直しに向

けた検討規定を踏まえ、労働政策審議会で今後のパー トタ

イム労働対策について審議中。

未定 法の見直

しに向け

た検討

鉦
（

予防接種制度見直し 厚生科学審議会感染症分科会予防接種部会で新たなワクチ

ンの定期接種化等について議論中 (厚生労働部門会議医

療・介護W丁 予防接種小委ですでに議論している。)。

未定 法改正 に

向けた取

りまとめ

無

難病対策の見直し 厚生科学審議会疾病対策部会難病対策委員会等で難病の総

合対策について議論中 (厚生労働部門会議障がい者W丁難

病対策小委ですでに議論している。)。

未定 法制化 を

視野 に入

れ た取 り

まとめ

鉦
小

原爆症認定制度の在 り

方について (仮 )

原爆症認定制度の在り方について、原爆症認定制度の在り

方に関する検討会で議論中。

未定 制度見直

しに向け

た検討会

の報告

無

医療の質の向上に資す

る無過失補償制度等の

「医療の質の向上に資する無過失補償制度等のあり方に関

する検討会」で、無過失補償制度や医療事故の原因究明及

未定 制度の検

討

無

3



件名 主な内容・議論の場所 時期 性格、

位置付け

周期 パ ブコメ

の有無等

あり方について び再発防止の仕組みのあり方等や課題について検討中。ま

た、当該検討会の下の「医療事故に係る調査の仕組み等の

あり方に関する検討部会」で、医療事故の原因究明及び再

発防止の仕組みのあり方等について検討中。

看護師特定能力認証制

度について

高度な知識・判断が必要な一定の行為を行う看護師の能力

を認証する仕組みの導入について、チーム医療推進会議で

議論。

平成 24年度

中

制度の検

討

無

新水道ビジョン 現行の水道ビジョン (平成 16年 6月 健康局長策定)の進

捗状況のレビューを行うとともに、水道を取り巻く状況の

変化を踏まえ、平成 24年度中を目途に新たな水道ビジョ

ンを策定。新水道ビジョン策定検討会で議論。

平成 24年度

中

健康局長

名の文書

不定期 有 (時期未

定)

障害者雇用率等の見直

し

障害者の雇用の促進等に関する法律(昭和 35年法律第 123

号)で、少なくとも5年ごとに見直すこととしている障害

者雇用率等について、見直し時期に当たる 24年度中に、

労働政策審議会にて見直しを行う。

平成 24年度

内

政令改正

等

5年毎 (時期未有

定

国立病院機構及び労働

者健康福祉機構の在 り

方の検討

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」(平成

24年 1月 20日 閣議決定)に基づき、平成 26年 4月 から

の新しい法人制度への移行に向け、「国立病院及び労災病院

の新 しい法人制度に関する検討会」で必要な措置を請ずる

ための検討を行う。

年内目途 法整備 に

向けた検

討

鉦
小

国立高度専門医療研究

センターの在 り方の検

討

高度専門医療に関する研究等を行う独立行政法人に関する

法律 (平成 20年法律第 93号)附則の法施行後 3年以内の

見直 し規定に基づき、厚労省に検討会を設置 し、その組織

及び業務について検討を行う。

年内目途 法整備 に

向けた検

討

鉦
小
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件名 主な内容 。議論の場所 時期 性格、

位置付け

周期 パ ブコメ

の有無等

医薬品医療機器総合機

構 (PMDA)の在 り方の

検討

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」(平成

24年 1月 20日 閣議決定)で、医薬品医療機器総合機構

(PMDA)が固有の根拠法に基づき設立される法人とするこ

ととされたことを受け、厚労省に検討会等を設置し、PMDA

の組織の在り方等について議論し、方向性をまとめる。

年内目途 法整備に

向けた検

討

缶
小

年金積立金の管理運用

組織のあり方の検討

「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」(平成

24年 1月 20日閣議決定)で、年金積立金管理運用独立行

政法人 (GPF)が固有の根拠法に基づく法人とすることと

されたことを受け、有識者会議を立ち上げ、今後の年金積

立金の管理運用組織の見直しを行う。

年内目途 法整備 に

向けた検

討

無

その他独立行政法人の

見直し

「独立行政法人の制度及び組織の見直 しの基本方針」(平成

24年 1月 20日 閣議決定)に基づき所要の検討及び法改正

を行う。

次期通常国会 法整備 無

【他省庁取りまとめのもの】

件名 主な内容 。議論の場所 <取 りまとめ省庁> 時期 性格、

位置付け

周期 パ ブ コ メ

の有無等

高齢社会対策大綱 高齢社会対策基本法 (平成 7年法律第 129号)に基づき策

定。<内閣府が取りまとめ>
5月 上旬 閣議決定 不定期 有

ものづくり基盤技術の

振興施策 (も のづくり

自書)

ものづくり基盤技術振興基本法第8条に基づき、閣議決定

し、国会に報告を行うもの。閣議決定前に、経済産業部門・

厚生労働部門 。文部科学部門合同会議に諮る。<経済産業

省が取りまとめ>

5月 中旬 閣議決定 毎年 無

若者雇用戦略 内閣府主催の「雇用戦略対話」に、厚労省、文科省、経産 年央 (6月 ご 合意 缶
小
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件名 主な内容・議論の場所 <取 りまとめ省庁> 時期 性格、

位置付け

周期 パブコメ

の有無等

省が参画。<内閣府が取りまとめ> ろ?) (閣 議決

定 され る

予 定 の

「日本再

生戦略」

に盛 り込

まれ る見

込み)




